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第１　審 査 の 対 象

令和２年度　三沢市水道事業会計

第２　審 査 の 期 間

令和３年６月１日から令和３年７月３０日まで

第３　審 査 の 方 法

令和２年度三沢市水道事業会計の決算審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき

１．決算書類及び決算附属書類が関係法令等に基づいて作成されているか。

２．決算書類の計数は正確であるか。

３．事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか。

４．事業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するように運営しているか。

第４　審査の結果及び意見

また、特別利益は１１，０１３，８９７円で、特別損失は２７１，０２２円である。

差し引き１７６，４９１，４６１円の純利益を生じている。

当年度における総収支は事業収益で８４０，５９３，７４９円、事業費用で６６４，１０２，２８８円で

られた。

して審査を実施した。

等に重点をおき、関係者の説明を聴取し、併せて既に実施した例月出納検査の結果を参考に

審査の結果、決算書類及び決算附属書類は関係法令等に基づいて作成され、その計数

は正確であり、当年度の事業の経営成績及び財政状況を適正に表示しているものと認め

当年度の水道事業の営業及び営業外の収支を合わせた経常収支は１６５，７４８，５８６円の

利益となっている。ちなみに経常利益は前年度に比較して５８，１８９，５６８円増加している。
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あり、昨年度と同様に事業収益を順調に確保したところである。

資本金に組入れ、繰越利益剰余金は０円とした。

これに、その他未処分利益剰余金変動額１３１，０５３，６１５円を加えた当年度未処分

利益剰余金は３０７，５４５，０７６円となり、これに当年度末減債積立金７４，９４１，９４７円を

なお、当年度未処分利益剰余金３０７，５４５，０７６円は、剰余金処分計算書によると

加えた当年度末利益剰余金は３８２，４８７，０２３円である。

２０９，６５８，４３８円を減債積立金の積み立てとし、９７，８８６，６３８円を使用した積立金の

徹底した事務作業の効率化を進め、安全で良質な水道水の安定供給が継続される経営に

努めていただきたい。

資金不足も生じておらず、経営面においては概ね良好であると判断するが、今後の人口

水道事業においては、一昨年１０月の消費税改定に合わせて料金改定を実施したところで

減や節水機器の普及などによる水需要の減少が予測されており、老朽施設も多く抱えて

いることから、災害への対応も考慮のうえで施設の更新に取り組んでいく必要があり、

策定済みの「三沢市水道事業経営戦略」で問題点として掲げられているこれらの

懸念材料に対し、計画的な施設改修による設備のスリム化や合理化対策を着実に実行し、

経営健全化を保持していくことは容易なことではない。
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第５　審 査 の 内 容

１　事 業 の 概 況

施設の状況

職員の状況

給水量及び供給料金等の状況

前年度より１円１１銭上回っている。

（イ）

（ウ）

当年度末の有収水量（料金対象使用水量）は３，８９０，５００立方メートルで

ある。また、有収率は８１．９％で、前年度より０．１％増加している。

当年度末の給水件数は１９,２３２件で、前年度より２２件減少している。また、

給水人口は３８，６６９人で、前年度より３７６人減少している。

当年度末の供給単価は１７０円１０銭で、給水原価１３９円６銭を３１円４銭

上回っている。また、供給単価は前年度より１４円３銭上回り、給水原価は

（３）

（ア）

（１）

（２）

当施設の年間配水量は４，７５０，３０５立方メートルで、一日最大配水量は１６，０８４

立方メートルである。また、一日平均配水量は１２，９７９立方メートル、一人一日

最大給水量は４１６リットルで、一人一日平均給水量は３３７リットルである。

当年度末における職員数は１４人で、前年度と同じである。

- 3 -



12.92 71.331.04 18.12 9.18

170.10 156.07 145.80 14.03 9.0

139.06 137.95 136.62 1.11 0.8

203.1 1.0 0.5

34,410.06 31,414.81 29,618.10 2,995.25 9.5

202.3 201.3

81.8 0.1 ―

661,774,230 604,860,727 560,848,328 56,913,503 9.4

81.9 81.8

12,443 0.3

3,890,500 3,875,571 3,846,784 14,929 0.4

4,702,6704,750,305 4,737,862

▲ 22 ▲ 0.1

38,669 39,045 39,583 ▲ 376 ▲ 1.0

18,93619,232 19,254

一 件 当 た り
(㎥)

平均水道料金

差 引
(円)

（イ－ロ）

供 給 単 価
(円)

イ

給 水 原 価
(円)

ロ

(人)

年 間 配 水 量(㎥)

平 均 給 水 量
(㎥)

(％)

一 件 当 た り

有 収 水 量(㎥)

有 収 率

事 業 実 績 対 前 年 度 比 較 調

令和２年度 令和元年度
増減率(％)

(円)給 水 料 金

区　　　　　分
平成30年度 増　　減

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ

給 水 件 数(件)

給 水 人 口

- 4 -



建設改良の状況

２　決 算 の 状 況

収益的収入及び支出

90.2

営 業 収 益

営 業外 収益

特 別 利 益

予 算 額
令和２年度
決　算　額

744,582,000 748,563,330

765,248,000 689,730,001 682,891,349 6,838,652 1.0

724,261,000 653,070,462 645,712,160

▲ 1.8

80,207,787 50.0

89.4

―

100.0

差　　引

(注) 消費税及び地方消費税込み

166,376,000 240,588,868 160,381,081

99.8

176,001,000 170,741,642 157,220,838 13,520,804 8.6 97.0

11,041,000 11,013,897 7,216,852 3,797,045 52.6

90.1

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

7,358,302 1.1

40,715,978 36,388,517 37,060,050

271,022 271,022 119,139 151,883 127.5

▲ 671,533

100.5

予算額に
対する決
算額比率

931,624,000 930,318,869 843,272,430 99.9

 Ｂ/Ａ ％ 円 ％

678,834,740 69,728,590 10.3

Ｂ－Ｃ

増 減 額 増減率
令和元年度
決　算　額

事業収益

事業費用

87,046,439 10.3

（１）

（４）

円 円 円

区　　分

Ａ Ｂ Ｃ

当年度における建設改良費は、総額１，１２４，３５０，５６２円で、内訳は、(仮称)南部

配水場築造工事に伴うろ過施設整備工事等の施設整備事業費８９８，４９０，６８７円、

県道三沢十和田線配水管布設替工事等の配水施設改良費２２５，０９４，６６５円、量水器

購入等の営業設備費７６５，２１０円である。
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特別利益１１，０１３，８９７円となっている。また、水道事業収益は前年度に比較して

８７，０４６，４３９円(１０．３％)増加している。

この増加は、営業収益で６９，７２８，５９０円、営業外収益で１３，５２０，８０４円、特別利益

で３，７９７，０４５円の増となったことによるものである。

当年度の収益的収支は２４０，５８８，８６８円の純利益となっている。

一方、当年度の水道事業費用は６８９，７３０，００１円で、予算額７６５，２４８，０００円に

特別損失２ ７ １ ， ０ ２ ２円となっている。また、水道事業費用は前年度に比較して

６，８３８，６５２円(１．０％)増加している。

この増加は、営業外費用で６７１，５３３円の減となったが、営業費用で７，３５８，３０２円、

特別損失で１５１，８８３円の増となったことによるものである。

この不用額は、営業費用で７１，１９０，５３８円、営業外費用で４，３２７，４６１円の支出減

となったことによるものである。

水道事業費用の内訳は、営業費用６５３，０７０，４６２円、営業外費用３６，３８８，５１７円、

対して７５，５１７，９９９円の不用額となり、執行率は９０．１％となっている。

当年度の水道事業収益は９３０，３１８，８６９円で、予算額９３１，６２４，０００円に対して

１，３０５，１３１円の収入減となり、収入率は９９．９％となっている。

この収入減は予算額に比べ、営業収益で３，９８１，３３０円の増となったが、営業外収益

で５，２５９，３５８円、特別利益で２７，１０３円の減となったことによるものである。

水道事業収益の内容は、営業収益７４８，５６３，３３０円、営業外収益１７０，７４１，６４２円、
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資本的収入及び支出

増 減 額 増減率

建設改良費で１３２，１５０，６３６円、企業債償還金で３６２円の支出減となったことによる

ものである。資本的支出の内訳は、建設改良費１，１２４，３５０，５６２円、企業債償還金

7.1 89.5

企業債償還金 97,887,000 97,886,638 93,387,396 4,499,242 4.8 100.0

74,649,426建 設 改 良 費

９７，８８６，６３８円となっている。

▲ 40,131,767

(注) 消費税及び地方消費税込み

12.1 ―差　　引 ▲ 479,725,198 ▲ 372,559,200 ▲ 332,427,433

当年度の資本的収入は８４９，６７８，０００円で、予算額８７４，６６３， ００ ０円に対して

２４，９８５，０００円の収入減となり、収入率は９７．１％となっている。この収入減は、企業債で

２３，４００，０００円、補助金で１，４８５，０００円、負担金で１００，０００円の減となったことに

よるものである。資本的収入の内訳は、企業債４８４，９００，０００円、補助金３６４，７７８，０００円

対して１３２，１５０，９９８円の不用額となり、執行率は９０．２％となっている。この不用額は、

となっている。

また、当年度の資本的収入は前年度に比較して３９，０１６，９０１円(４．８％)増加している。

1,256,501,198 1,124,350,562 1,049,701,136

0.0

資本的支出 1,354,388,198 1,222,237,200 1,143,088,532 79,148,668 6.9 90.2

負 担 金 100,000 0 416,099 ▲ 416,099 皆減

366,263,000 364,778,000 456,345,000 ▲ 91,567,000 ▲ 20.1

資本的収入 874,663,000 849,678,000 810,661,099 39,016,901

企 業 債 508,300,000 484,900,000 353,900,000

補 助 金

円 円 円 ％

99.6

97.1

131,000,000 37.0 95.4

この増加は、補助金で９１，５６７，０００円、負担金で４１６，０９９円の減となったが、企業債で

１３１，０００，０００円の増となったことによるものである。

一方、当年度の資本的支出は１，２２２，２３７，２００円で、予算額１，３５４，３８８，１９８円に

（２）

区　　分

予算額に
対する決
算額比率

 Ｂ/Ａ ％ 

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ

予 算 額
令和２年度
決　算　額

令和元年度
決　算　額

4.8

円
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３　経 営 の 実 績

損益計算書

区　　分

事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

増 減 額 増減率

40.3

776,063,441

624,037,374

64,530,308

3,797,056 52.6

8.3

9.2

2.2

57,553,942

3,179,310

623,767,044 3,422,425

144,809,226

208,044,116 99,500,960 47.8

20024.2

54.1

53.9

―

93,387,396

58,189,568

37,666,219

0 0

114,656,720 61,834,741

270,330 54,131,517

(注) 消費税及び地方消費税抜き

176,491,461

840,593,749

681,591,316

147,988,536

11,013,897

0

131,053,615

627,189,469

307,545,076

総 収 支

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

事 業 費 用

営 業 費 用

また、当年度の資本的支出は前年度に比較して７９，１４８，６６８円(６．９％)増加して

いる。この増加は、建設改良費で７４，６４９，４２６円、企業債償還金で４，４９９，２４２円

増加したことによるものである。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額３７２，５５９，２００円は、当年度分消費税

Ａ 円 Ｂ 円 Ａ－Ｂ

及び地方消費税資本的収支調整額６２，２８７，００１円、減債積立金９７，８８６，６３８円

及び損益勘定留保資金２１２，３８５，５６１円で補てんしている。

円 ％

（１）

令和２年度
決　算　額

令和元年度
決　算　額

7,216,841

0.5

664,102,288 661,406,721 2,695,567 0.4

107,559,018経 常 収 支

▲ 2.3

271,022 119,139 151,883 127.5

36,641,797 37,520,538 ▲ 878,741

54,401,847

165,748,586

営 業 外 費 用

特 別 損 失

営 業 収 支
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いる。この増加は、過年度損益修正損が増となったことによるものである。

（オ） 特別利益は１１，０１３，８９７円で、前年度に比較して３，７９７，０５６円(５２．６％)増加

している。この増加は、退職給付引当金戻入が増となったことによるものである。

（カ） 特別損失は２７１，０２２円で、前年度に比較して１５１，８８３円(１２７．５％)増加して

（ウ）

営業収益は６８１，５９１，３１６円で、前年度に比較して５７，５５３，９４２円(９．２％)

増加している。この増加は、主として給水収益の増によるものである。

営業外収益は１４７，９８８，５３６円で、前年度に比較して３，１７９，３１０円(２．２％)

増加している。この増加は、主として水道加入金の増によるものである。

営業費用は６２７，１８９，４６９円で、前年度に比較して３，４２２，４２５円(０．５％)

（ア）

（イ）

（エ） 営業外費用は３６，６４１，７９７円で、前年度に比較して８７８，７４１円(２．３％)減少

増加している。この増加は、主として業務費の増によるものである。

している。この減少は、支払利息及び企業債取扱諸費が減となったことによる

ものである。

（キ） 営業収益から営業費用を差し引いた営業収支は５４，４０１，８４７円の利益となって

おり、前年度に比較して５４，１３１，５１７円(２００２４．２％)増加している。

（ク） 営業収益及び営業外収益から営業費用及び営業外費用を差し引いた経常収支は

１６５，７４８，５８６円の利益となっており、前年度に比較して５８，１８９，５６８円

(５４．１％)増加している。

（ケ） 事業収益から事業費用を差し引いた総収支は１７６，４９１，４６１円の純利益と

なっており、前年度に比較して６１，８３４，７４１円(５３．９％)増加している。
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剰余金計算書及び剰余金処分計算書

のうち、除却や償却済であった 金額を利益剰余金に移行し ていなか った 分を

訂正したためである。

（２）

（ア） 利益剰余金

１７６，４９１，４６１円、減債積立金から繰入れ９７，８８６，６３８円、受贈財産処分

（イ） 資本剰余金

また、前年度未処分利益剰余金２０８，０４４，１１６円は、減債積立金へ積立

として１ １ ４ ， ６ ５ ６ ， ７ ２ ０円、使用した積立金の資本金への組入れとして

当年度未処分利益剰余金は３０７，５４５，０７６円で、これは当年度純利益

この当年度未処分利益剰余金 ３ ０ ７ ， ５ ４ ５ ， ０ ７ ６ 円 に 、減 債積 立金

７４，９４１，９４７円を加えた当年度末利益剰余金は３８２，４８７，０２３円となって

当年度末未処分利益剰余金３０７，５４５，０７６円は、剰余金処分計算書による

（ウ） 剰余金処分

と、減債積立金に２０９，６５８，４３８円積み立て、使用した積立金の資本金に

９７，８８６，６３８円を組入れ処分し、繰越利益剰余金は０円として処理されている。

による剰余金振替３３，１６６，９７７円を加えたものである。

(１２．４％)減少している。

この減少は、平成２６年度の会計基準見直しの際に、受贈財産に係る償却資産

当年度末資本剰余金は２３４，６７７，１４４円で、前年度に比較して３３，１６６，９７７円

９３，３８７，３９６円を処分し、繰越利益剰余金を０円としている。

いる。
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４　財　政　状　況

貸借対照表

資金収支

当年度末における資産合計は１１，９７６，１５７，８０２円で、前年度に比較して

（１）

当年度における資産合計及び負債資本合計は、それぞれ１１，９７６，１５７，８０２円

で、前年度に比較して８８０，１８５，５８８円(７．９％)増加している。

（ア） 資　産

８８０，１８５，５８８円(７．９％)増加している。

（イ） 負　債

２，０１５，５４４，９２１円(２８．８％)、流動資産のうち現金預金で９７，１３７，５１１円

この増加は、主として固定資産のうち建設仮勘定で１，２７５，９９７，９８９円

(１００％)、機械及び装置で４０，６４８，４１７円(３．６％)、流動資産のうち

未収金で１４，１０６，３４７円(３．３％)の減となったが、固定資産のうち構築物で

(３０．１％)の増となったことによるものである。

３８２，３５３，４８０円(１５．３％)、繰延収益の長期前受金で３６４，２９９，３００円

この増加は、剰余金の資本剰余金で３３，１６６，９７７円(１２．４％)の減と

７０３，６９４，１２７円(９．８％)増加している。

(４．４％)の増となったことによるものである。

１７６，４９１，４６１円(４．５％)増加している。

当年度末における負債合計は７，８７７，１８７，２４１円で、前年度に比較して

この増加は、主として繰延収益の長期前受金収益化累計額で１１７，０５８，９０８円

（ウ） 資　本

当年度末における資本合計は４，０９８，９７０，５６１円で、前年度に比較して

（２）

当年度の受入資金総額２，４７０，６４２，９１３円に対し、支払資金２，０５０，４４３，６４０円

で、資金残高は４２０，１９９，２７３円であり、普通預金として保管されている。

９３，３８７，３９６円(２．８％)の増となったことによるものである。

(３.０％)、固定負債の引当金で１１，０１３，８９７円(１９．７％)、流動負債の

引当金で１，０８７，６２３円(１６．１％)の減となったが、固定負債の企業債で

なったが、剰余金の利益剰余金で１１６，２７１，０４２円(４３．７％)、資本金で
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５　経　営　分　析

給水原価は１３９円６銭で、前年度に比較して１円１１銭の増となっている。

（ア）

負 荷 率

（ウ）

項　　　目 令和２年度

（イ）

項　　　目 令和２年度

最大稼働率は９５．６％で、前年度に比較して３．７ポイント上回っている。

施設利用率は７７．２％で、前年度に比較して０．２ポイント上回っている。

負荷率は８０．７％で、前年度に比較して３．０ポイント下回っている。

平成３０年度令和元年度令和２年度項　　　目

８０．７％ ８３．７％ ８８．３％

令和元年度 平成３０年度

施 設 利 用 率 ７７．２％ ７７．０％ ７６．６％

令和元年度 平成３０年度

最 大 稼 働 率 ９５．６％ ９１．９％ ８６．８％

（エ）

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

有収率は８１．９％で、前年度に比較して０．１ポイント上回っている。

有 収 率 ８１．９％ ８１．８％ ８１．８％

（オ）供給単価は１７０円１０銭で、前年度に比較して１４円３銭の増となっている。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

供 給 単 価 １７０円１０銭 １５６円０７銭 １４５円８０銭

（カ）

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

給 水 原 価 １３９円０６銭 １３７円９５銭 １３６円６２銭

（キ）職員１人当たりの給水人口は３，２２２人で、前年度に比較して３２８人の減となっている。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

３，２２２人 ３，５５０人 ３，５９８人職員１人当たり給水人口

職員１人当たり営業収益

職員１人当たりの営業収益は５６，７９９千円で、前年度に比較して６８千円の増となって

いる。

（ク）

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

５６，７９９千円 ５６，７３１千円 ５２，７４０千円

１１．２％ １３．４％ １３．６％職員給与費対料金収入比率

職員給与費対料金収入比率は１１．２％で、前年度に比較して２．２ポイント下回っている。（ケ）

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度
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６　財　務　分　析

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

１０８．７％ ９９．９％ ９５．０％営 業 収 支 比 率

総 収 支 比 率 １２６．６％ １１７．３％ １１２．２％

（エ）営業収支比率は１０８．７％で、前年度に比較して８．８ポイント上回っている。

（ウ）総収支比率は１２６．６％で、前年度に比較して９．３ポイント上回っている。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

流 動 比 率 ２９１．２％ ３６５．３％ ２３９．０％

７３．２％ ７５．１％ ７４．４％

（イ）流動比率は２９１．２％で、前年度に比較して７４．１ポイント下回ってる。

自己資本構成比率

（ア）自己資本構成比率は７３．２％で、前年度に比較して１．９ポイント下回っている。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度
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別 表 （ 水 道 事 業 会 計 ） 

 

別 表 １  比較損益計算書 

別 表 ２  比較貸借対照表 

別 表 ３  経営分析表 

別 表 ４  財務分析表 

 

 



 



金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

681,591,316 81.1 624,037,374 80.4 580,135,746 79.8 57,553,942 43,901,628

(1) 給 水 収 益 661,774,230 78.7 604,860,727 77.9 560,848,328 77.1 56,913,503 44,012,399

(2) 受 託 工 事 収 益 5,618,182 0.7 6,056,282 0.8 5,722,223 0.8 ▲ 438,100 334,059

(3) そ の 他 営 業 収 益 14,198,904 1.7 13,120,365 1.7 13,565,195 1.9 1,078,539 ▲ 444,830

147,988,536 17.6 144,809,226 18.7 141,417,001 19.4 3,179,310 3,392,225

(1) 水 道 加 入 金 24,220,000 2.9 17,720,000 2.3 18,260,000 2.5 6,500,000 ▲ 540,000

(2) 雑 収 益 6,300,509 0.7 5,818,006 0.8 5,914,768 0.8 482,503 ▲ 96,762

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 117,468,027 14.0 121,271,220 15.6 117,242,233 16.1 ▲ 3,803,193 4,028,987

11,013,897 1.3 7,216,841 0.9 5,943,133 0.8 3,797,056 1,273,708

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 0 0.0 140 0.0 25,396 0.0 ▲ 140 ▲ 25,256

(2) 退 職 給 付 引 当 金 戻 入 11,013,897 1.3 7,216,701 0.9 5,917,737 0.8 3,797,196 1,298,964

840,593,749 100.0 776,063,441 100.0 727,495,880 100.0 64,530,308 48,567,561

627,189,469 94.4 623,767,044 94.3 609,874,699 94.0 3,422,425 13,892,345

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 136,588,674 20.6 131,752,041 19.9 126,017,445 19.4 4,836,633 5,734,596

(2) 配 水 及 び 給 水 費 80,867,752 12.2 82,500,363 12.5 86,123,079 13.3 ▲ 1,632,611 ▲ 3,622,716

(3) 受 託 工 事 費 5,356,137 0.8 5,383,300 0.8 5,459,760 0.8 ▲ 27,163 ▲ 76,460

(4) 業 務 費 85,252,620 12.8 78,117,966 11.8 74,560,575 11.5 7,134,654 3,557,391

(5) 総 係 費 44,576,306 6.7 47,889,674 7.3 45,761,264 7.1 ▲ 3,313,368 2,128,410

(6) 委 員 会 費 195,936 0.0 846,958 0.1 948,907 0.1 ▲ 651,022 ▲ 101,949

(7) 減 価 償 却 費 273,882,646 41.2 274,071,341 41.4 269,650,492 41.6 ▲ 188,695 4,420,849

(8) 資 産 減 耗 費 469,398 0.1 3,205,401 0.5 1,353,177 0.2 ▲ 2,736,003 1,852,224

36,641,797 5.6 37,520,538 5.7 38,385,863 6.0 ▲ 878,741 ▲ 865,325

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

36,166,184 5.5 37,057,546 5.6 37,944,518 5.9 ▲ 891,362 ▲ 886,972

(2) 雑 支 出 475,613 0.1 462,992 0.1 441,345 0.1 12,621 21,647

271,022 0.0 119,139 0.0 139,023 0.0 151,883 ▲ 19,884

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 271,022 0.0 119,139 0.0 139,023 0.0 151,883 ▲ 19,884

664,102,288 100.0 661,406,721 100.0 648,399,585 100.0 2,695,567 13,007,136

54,401,847 － 270,330 － ▲ 29,738,953 － 54,131,517 30,009,283

165,748,586 － 107,559,018 － 73,292,185 － 58,189,568 34,266,833

176,491,461 － 114,656,720 － 79,096,295 － 61,834,741 35,560,425

0 － 0 － 0 － 0 0

131,053,615 － 93,387,396 － 82,835,586 － 37,666,219 10,551,810

307,545,076 － 208,044,116 － 161,931,881 － 99,500,960 46,112,235

総 収 支

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

（注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

経 常 収 支

営　業　収　益

営 業 外 収 益

特　別　利　益

（ 事業収益計 ）

営　業　費　用

営 業 外 費 用

特　別　損　失

（ 事業費用計 ）

営 業 収 支

別　表　１

比　較　損　益　計　算　書

科　　  目

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度 比　較　増　減

(A) - (B) (B) - (C)
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C） 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

11,117,193,894 92.8 10,329,425,456 93.1 9,600,754,807 90.6 787,768,438 728,670,649

(1) 有 形 固 定 資 産 11,116,079,894 92.8 10,328,311,456 93.1 9,599,640,807 90.6 787,768,438 728,670,649

土 地 404,383,022 3.4 404,383,022 3.7 404,383,022 3.8 0 0

建 物 604,345,380 5.0 513,187,414 4.6 526,392,658 5.0 91,157,966 ▲ 13,205,244

構 築 物 9,003,602,441 75.2 6,988,057,520 63.0 6,999,418,976 66.0 2,015,544,921 ▲ 11,361,456

機 械 及 び 装 置 1,084,903,985 9.1 1,125,552,402 10.1 1,178,142,974 11.1 ▲ 40,648,417 ▲ 52,590,572

車両及び運搬具 4,600,035 0.0 5,518,706 0.1 7,336,952 0.1 ▲ 918,671 ▲ 1,818,246

工具器具及び備品 14,245,031 0.1 15,614,403 0.1 16,776,656 0.2 ▲ 1,369,372 ▲ 1,162,253

建 設 仮 勘 定 0 0.0 1,275,997,989 11.5 467,189,569 4.4 ▲ 1,275,997,989 808,808,420

(2) 無 形 固 定 資 産 814,000 0.0 814,000 0.0 814,000 0.0 0 0

電 話 加 入 権 814,000 0.0 814,000 0.0 814,000 0.0 0 0

(3) 投 資 300,000 0.0 300,000 0.0 300,000 0.0 0 0

出 資 金 300,000 0.0 300,000 0.0 300,000 0.0 0 0

858,963,908 7.2 766,546,758 6.9 1,006,704,249 9.4 92,417,150 ▲ 240,157,491

(1) 現 金 預 金 420,199,273 3.5 323,061,762 2.9 787,069,273 7.4 97,137,511 ▲ 464,007,511

(2) 未 収 金 416,418,707 3.5 430,525,054 3.9 206,573,379 1.9 ▲ 14,106,347 223,951,675

(3) 貸 倒 引 当 金 ▲ 1,775,226 ▲ 0.0 ▲ 1,991,962 ▲ 0.0 ▲ 2,154,517 ▲ 0.0 216,736 162,555

(4) 貯 蔵 品 24,121,154 0.2 14,951,904 0.1 15,216,114 0.1 9,169,250 ▲ 264,210

11,976,157,802 100.0 11,095,972,214 100.0 10,607,459,056 100.0 880,185,588 488,513,158

固　定　資　産

流　動　資　産

資　産　合　計

別　表　２

比　較　貸　借　対　照　表

科　　  目

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度 比　較　増　減

(A) - (B) (B) - (C）
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

2,918,946,970 24.4 2,547,607,387 23.0 2,298,810,726 21.7 371,339,583 248,796,661

(1) 企 業 債 2,873,933,291 24.0 2,491,579,811 22.5 2,235,566,449 21.1 382,353,480 256,013,362

建設改良等企業債 2,873,933,291 24.0 2,491,579,811 22.5 2,235,566,449 21.1 382,353,480 256,013,362

(2) 引 当 金 45,013,679 0.4 56,027,576 0.5 63,244,277 0.6 ▲ 11,013,897 ▲ 7,216,701

退 職 給 付 引 当 金 45,013,679 0.4 56,027,576 0.5 63,244,277 0.6 ▲ 11,013,897 ▲ 7,216,701

294,945,178 2.4 209,831,026 1.9 421,161,128 4.0 85,114,152 ▲ 211,330,102

(1) 企 業 債 102,546,520 0.9 97,886,638 0.9 93,387,396 0.9 4,659,882 4,499,242

建設改良等企業債 102,546,520 0.9 97,886,638 0.9 93,387,396 0.9 4,659,882 4,499,242

(2) 未 払 金 147,734,831 1.2 66,041,288 0.6 284,246,578 2.7 81,693,543 ▲ 218,205,290

(3) 預 り 金 38,989,361 0.3 39,141,011 0.3 37,081,719 0.3 ▲ 151,650 2,059,292

(4) 前 受 金 14,640 0.0 14,640 0.0 16,240 0.0 0 ▲ 1,600

(5) 引 当 金 5,659,826 0.0 6,747,449 0.1 6,429,195 0.1 ▲ 1,087,623 318,254

賞 与 引 当 金 4,739,593 0.0 5,626,483 0.1 5,389,575 0.1 ▲ 886,890 236,908

法定福利費引当金 920,233 0.0 1,120,966 0.0 1,039,620 0.0 ▲ 200,733 81,346

繰　延　収　益 4,663,295,093 38.9 4,416,054,701 39.8 4,079,664,822 38.4 247,240,392 336,389,879

(1) 長 期 前 受 金 8,672,880,261 72.4 8,308,580,961 74.9 7,853,494,416 74.0 364,299,300 455,086,545

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

7,877,187,241 65.7 7,173,493,114 64.7 6,799,636,676 64.1 703,694,127 373,856,438

資　　本　　金 3,481,806,394 29.1 3,388,418,998 30.5 3,305,583,412 31.2 93,387,396 82,835,586

(1) 資 本 金 3,481,806,394 29.1 3,388,418,998 30.5 3,305,583,412 31.2 93,387,396 82,835,586

剰　　余　　金 617,164,167 5.2 534,060,102 4.8 502,238,968 4.7 83,104,065 31,821,134

(1) 資 本 剰 余 金 234,677,144 2.0 267,844,121 2.4 267,844,121 2.5 ▲ 33,166,977 0

補 助 金 197,418,334 1.6 197,418,334 1.8 197,418,334 1.8 0 0

工 事 負 担 金 18,341,280 0.2 18,341,280 0.1 18,341,280 0.2 0 0

受 贈 財 産 評 価 額 18,917,530 0.2 52,084,507 0.5 52,084,507 0.5 ▲ 33,166,977 0

(2) 利 益 剰 余 金 382,487,023 3.2 266,215,981 2.4 234,394,847 2.2 116,271,042 31,821,134

減 債 積 立 金 74,941,947 0.6 58,171,865 0.5 72,462,966 0.7 16,770,082 ▲ 14,291,101

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

4,098,970,561 34.3 3,922,479,100 35.3 3,807,822,380 35.9 176,491,461 114,656,720

11,976,157,802 100.0 11,095,972,214 100.0 10,607,459,056 100.0 880,185,588 488,513,158

（注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

(Ｂ）－ (Ｃ)

固　定　負　債

流　動　負　債

負 債 資 本 合 計

1.5 99,500,960 46,112,235

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度

(2) ▲ 4,009,585,168 ▲ 33.5 ▲ 3,892,526,260 ▲ 35.1

比　較　増　減

(Ａ）－ (Ｂ)

資　本　合　計

▲ 35.6 ▲ 117,058,908 ▲ 118,696,666

負　債　合　計

307,545,076 2.6 208,044,116 1.9 161,931,881

▲ 3,773,829,594

科　　  目
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別　表　３

令和２年度令和元年度平成30年度

一 日 平 均 配 水 量
一 日 最 大 配 水 量

一 日 平 均 配 水 量
配  水  能  力

一 日 最 大 配 水 量
配  水  能  力

固定資産使用効率 年 間 総 配 水 量
(１万円当り㎥) 有 形 固 定 資 産

年 間 総 有 収 水 量
年 間 総 配 水 量

給  水  収  益
年 間 総 有 収 水 量

年 間 総 有 収 水 量

職 員 １ 人 当 り 給  水  人  口
給 水 人 口 損 益 勘 定 所 属 職 員

職 員 １ 人 当 り 年 間 総 有 収 水 量
有 収 水 量 損 益 勘 定 所 属 職 員

営  業  収  益
損 益 勘 定 所 属 職 員

職 員 給 与 費 対 職 員 給 与 費

料 金 収 入 比 率 料  金  収  入

145.80

136.62

3,598

349,708

52,740

13.6

80.7

77.2

95.6

4.3

81.9

170.10

139.06

3,222

324,208

56,799

11.2

81.8

4.6

（地方公営企業決算の状況の資料による）

×100 13.4(％)

(人)

56,731

352,325(㎥)

営 業 収 益 (千円)
職 員 １ 人 当 り

156.07

137.95

供 給 単 価 ( 円 銭 )

給 水 原 価 ( 円 銭 )

（ １ ㎥ 当 り ）

（ １ ㎥ 当 り ）

3,550

有 収 率 ×100(％)

86.8

4.9

81.8

最 大 稼 働 率 ×100 91.9(％)

(％)

施 設 利 用 率 ×100 77.0(％) 76.6

×10,000

経　　営　　分　　析　　表

算　　　　　　　　　　式

負 荷 率 ×100 83.7(％)

項　　　　　目

88.3

経常費用-(受託工事費+材料売却減価
+長期前受金戻入）
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別　表　４

令和２年度 令和元年度 平成30年度

当年度経常利益

期首総資本＋期末総資本

２

  ※ 総資本＝負債資本合計

総　　　　　収　　　　　益

総　　　　　費　　　　　用

営業収益－受託工事収益

営業費用－受託工事費用

固 定 資 産 固　　定　　資　　産

構 成 比 率 固 定 資 産 ＋ 流 動 資 産

固 定 負 債 固　　定　　負　　債

構 成 比 率 負　債　資　本　合　計

自 己 資 本
資本金＋剰余金＋評価差額等

＋繰延収益

構 成 比 率 負　債　資　本　合　計

流　　動　　資　　産
流　　動　　負　　債

現金預金＋（未収金－貸倒引当金）

流　　動　　負　　債

固　　定　　資　　産

資本金＋剰余金＋評価差額等
＋繰延収益

固 定 資 産 対 固　　定　　資　　産

長 期 資 本 比 率 資本金＋剰余金＋評価差額等
＋固定負債＋繰延収益

企 業 債 企　   　　業　　　  　債

構 成 比 率 負　債　資　本　合　計

現　　金　　預　　金

流　　動　　負　　債

財　　務　　分　　析　　表

  項　　　　目 算　　　　出　　　　式

総 資 本 利 益 率 (％) ×100 1.4 0.7

総 収 支 比 率 (％) ×100 126.6 112.2

1.0

117.3

(％) ×100 24.4 21.7

(％) ×100 92.8 90.5

営 業 収 支 比 率 (％) ×100 108.7 95.099.9

93.1

23.0

流 動 比 率 (％) ×100 291.2 239.0

(％) ×100 73.2 74.475.1

365.3

固 定 比 率 (％) ×100 126.9 121.7

酸 性 試 験 比 率
（ 当 座 比 率 ）

(％) ×100 283.1 235.4358.2

123.9

現 金 比 率 (％) ×100 142.5 186.9

(％) ×100 24.9 22.0

(％) ×100 95.2 94.394.9

23.3

154.0

（注）  総収益 ＝ 事業収益、　総費用 ＝ 事業費用
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下 水 道 事 業 会 計 

 



 



第１　審 査 の 対 象

令和２年度　三沢市下水道事業会計

第２　審 査 の 期 間

令和３年６月１日から令和３年７月３０日まで

第３　審 査 の 方 法

令和２年度三沢市下水道事業会計の決算審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき

１．決算書類及び決算附属書類が関係法令等に基づいて作成されているか。

２．決算書類の計数は正確であるか。

３．事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか。

４．事業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するように運営しているか。

第４　審査の結果及び意見

また、特別利益は１０，３５７，６７９円で、特別損失は５，４５９，６１２円である。

で差し引き１２４，２３３，７１６円の純利益を生じている。

なお、当年度未処分利益剰余金１２４，２３３，７１６円は、剰余金処分計算書によると

１２４，２３３，７１６円を減債積立金に積み立てとし、繰越利益剰余金は０円とした。

当年度における総収支は事業収益で１，５０４，０４５，７１５円、事業費用で１，３７９，８１１，９９９円

られた。

して審査を実施した。

等に重点をおき、関係者の説明を聴取し、併せて既に実施した例月出納検査の結果を参考に

審査の結果、決算書類及び決算附属書類は関係法令等に基づいて作成され、その計数

は正確であり、当年度の事業の経営成績及び財政状況を適正に表示しているものと認め

当年度の下水道事業の営業及び営業外の収支を合わせた経常収支は１１９，３３５，６４９円の

利益となっている。
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化集落地帯における事業で、人口減少とあいまって特に南部地区の加入率は低調であり、

下水道の整備が衛生的で快適な市民生活に大きく寄与するなかで、加入率の停滞や

施設の老朽化といった問題は、類似の自治体でも同様に抱える課題であるが、今後は

「三沢市下水道ストックマネジメント計画」や「三沢市農業集落排水施設最適整備

構想」といった投資・財政計画に沿った施設の維持管理や組織改革を進めながら収支

の改善に努め、効率的な事業の運営が図られるよう期待するものである。

企業会計に移行し、初めての決算となる。

使用料単価に処理原価が大きく追いついていないという現状にある。

下水道事業においては、令和２年度より地方公営企業法の財務規定を適用する公営

当市の下水道事業は市街地の公共下水道事業と集落地帯の農業集落排水事業で整備

されているが、公共下水道事業は平成７年度の供用開始以来、着実に整備が進み水洗化

一方の農業集落排水事業は、平成２４年度に施設について事業は完了しているが、高齢

率は９割に達していることから水洗化率の伸びは鈍化している。
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第５　審 査 の 内 容

１　事 業 の 概 況

施設の状況

職員の状況

有収水量及び使用料金等の状況

１４９円５０銭で、処理原価２４２円７９銭を９３円２９銭下回っている。

当年度末における職員数は１１人である。

農業集落排水事業で７２０立方メートルである。

（イ）

（ウ）

当年度末の公共下水道事業の有収水量は２，２７５，２７０立方メートルで

当年度末の接続戸数は９，６０５戸で、接続人口は２７，７９６人である。

当年度末の公共下水道事業の使用料単価は１ ７ ４円７ １銭で、処理原価

（１）

（２）

当施設の年間処理水量は２，６６５，３６５立方メートルで、一日最大処理水量は

公共下水道事業で８，２１５立方メートル、農業集落排水事業で９８７立法メートル

である。また、一日平均処理水量は公共下水道事業で６，５８２立方メートル、

１８１円１８銭を６円４７銭下回っている。また、農業集落排水事業の使用料単価は

普及率は６９．７％、農業集落排水事業の有収水量は２６３，６６９立方メートルで

加入率は７５．６％である。

（３）

（ア）
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　（注）  令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

事 業 実 績 対 前 年 度 比 較 調

区　　　　　分
令和２年度 令和元年度 平成30年度 増　　減

増減率(％)
Ａ Ｂ Ｃ

2.4

年間処理水量 (㎥) 2,402,556 2,367,893 2,288,839 34,663 1.5

Ａ－Ｂ

接 続 戸 数 (戸) 8,574 8,372 8,184 202

1.7

１ 日 最 大
処 理 水 量

(㎥) 8,215 8,460 7,839 ▲ 245 ▲ 2.9

１ 日 平 均
処 理 水 量

(㎥) 6,582 6,470 6,271 112

― ―

(％) 94.7 94.2 95.2 0.5

2.0

普 及 率 (％) 69.7 67.8 65.8 1.9 2.8

有 収 水 量 (㎥) 2,275,270 2,231,423 2,179,174 43,847

平成30年度 増　　減
増減率(％)

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ

有 収 率

使 用 料 単 価

処 理 原 価

区　　　　　分
令和２年度 令和元年度

―(円) 181.18 ― ― ―

0.5

(円) 174.71 ― ―

1.3

年間処理水量 (㎥) 262,809 270,191 263,477 ▲ 7,382 ▲ 2.7

接 続 戸 数 (戸) 1,031 1,018 996 13

▲ 2.6

１ 日 最 大
処 理 水 量

(㎥) 987 1,079 1,117 ▲ 92 ▲ 8.5

１ 日 平 均
処 理 水 量

(㎥) 720 739 722 ▲ 19

加 入 率 (％) 75.6 73.9 71.2 1.7 2.3

有 収 水 量 (㎥) 263,669 264,169 256,864 ▲ 500

農業集落排水事業

公共下水道事業

―処 理 原 価 (円) 242.79 ― ― ―

2.6

使 用 料 単 価 (円) 149.50 ― ― ― ―

有 収 率 (％) 100.3 97.8 97.4 2.5

▲ 0.2
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建設改良の状況

２　決 算 の 状 況

収益的収入及び支出

　（注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

　　　    ２　消費税及び地方消費税込み

（１）

予 算 額 増 減 額令和２年度 令和元年度

区　　分 決　算　額 決　算　額

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ａ
円 円 円 円

（４）

当年度における建設改良費は、総額３９２，０３７，９２２円で、内訳は松原町地区汚水

枝線築造工事等の管渠整備事業費２６８，３９７，９２２円、三沢東部地区通報装置

修繕工事等の処理場更新事業費１２３，６４０，０００円である。

事業収益 1,542,290,000 1,547,323,408 ― 5,033,408

24,954,488

特 別 利 益 10,139,000 10,357,679 ―

▲ 20,139,759

218,679

営 業 収 益 566,112,000 591,066,488 ―

営 業 外 収 益 966,039,000 945,899,241 ―

7,472,581

98.321,253,207

95.9

1,770,834

事業費用 1,437,144,000 1,406,647,378 ― 30,496,622

営 業 費 用 1,246,438,000 1,225,184,793 ―

特 別 損 失 7,271,000 5,500,166 ―

183,435,000 175,962,419 ―営 業 外 費 用

―

予算額に
対する決
算額比率

 Ｂ/Ａ ％ 

100.3

104.4

97.9

102.2

97.9

75.6

差　　引 105,146,000 140,676,030 ― ▲ 25,463,214
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特別利益１０，３５７，６７９円となっている。

当年度の収益的収支は１４０，６７６，０３０円の純利益となっている。

一方、当年度の下水道事業費用は１，４０６，６４７，３７８円で、予算額１，４３７，１４４，０００円

特別損失５，５００，１６６円となっている。

この不用額は、営業費用で２１，２５３，２０７円、営業外費用で７，４７２，５８１円、特別損失

で１，７７０，８３４円の支出減となったことによるものである。

下水道事業費用の内訳は、営業費用１,２２５,１８４,７９３円、営業外費用１７５,９６２,４１９円、

に対して３０，４９６，６２２円の不用額となり、執行率は９７．９％となっている。

当年度の下水道事業収益は１，５４７，３２３，４０８円で、予算額１，５４２，２９０，０００円に

対して５，０３３，４０８円の収入増となり、収入率は１００．３％となっている。

この収入増は予算額に比べ、営業外利益で２０，１３９，７５９円の減となったが、営業収益

で２４，９５４，４８８円、特別利益で２１８，６７９円の増となったことによるものである。

下水道事業収益の内訳は、営業収益５９１，０６６，４８８円、営業外収益９４５，８９９，２４１円、
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資本的収入及び支出（２）

区　　分

予算額に
対する決
算額比率

決　算　額 決　算　額
Ａ Ｂ

予 算 額 増 減 額令和２年度 令和元年度

Ｃ Ｂ－Ａ
円 円 円 円  Ｂ/Ａ ％ 

資本的収入 1,016,227,000 894,518,400 ― ▲ 121,708,600 88.0

企 業 債 607,200,000 550,500,000 ―

補 助 金 223,439,000 179,329,000 ―

90.7

出 資 金 30,254,000 30,254,000 ― 0 100.0

▲ 56,700,000

▲ 44,110,000 80.3

負 担 金 155,334,000 134,435,400 ― ▲ 20,898,600 86.5

93.0

建 設 改 良 費 497,338,000 392,037,922 ― 105,300,078 78.8

企業債償還金

資本的支出 1,499,741,000 1,394,439,828 ― 105,301,172

1,002,403,000 1,002,401,906 ― 1,094 100.0

減となったことによるものである。資本的収入の内訳は、企業債５５０，５００，０００円、

差　　引 ▲ 483,514,000 ▲ 499,921,428 ― ▲ 227,009,772 ―

当年度の資本的収入は８９４，５１８，４００円で、予算額１，０１６，２２７，０００円に対して、

１２１，７０８，６００円の収入減となり、収入率は８８．０％となっている。この収入減は、

企業債で５６，７００，０００円、補助金で４４，１１０，０００円、負担金で２０，８９８，６００円の

　（注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

　　　    ２　消費税及び地方消費税込み

１，００２，４０１，９０６円となっている。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額４９９，９２１，４２８円は、当年度分消費税及び

地方消費税資本的収支調整額３３，１８３，５３０円、引継金９２，４５１，９６１円、損益勘定留保資金

３６６，６６１，３６５円及び当年度利益剰余金処分額７，６２４，５７２円で補てんしている。

出資金３０，２５４，０００円、補助金１７９，３２９，０００円、負担金１３４，４３５，４００円となっている。

一方、当年度の資本的支出は１，３９４，４３９，８２８円で、予算額１，４９９，７４１，０００円に

対して１０５，３０１，１７２円の残額となり、執行率は９３．０％で、このうち翌年度繰越額

７３，７６６，０００円を差し引いた３１，５３５，１７２円が不用額となっている。この不用額は

建設改良費で３１，５３４，０７８円、企業債償還金で１，０９４円の支出減となったことに

よ るものである。資本的支出の内訳は、建設改良費３９２，０３７，９２２円、企業債償還金
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３　経 営 の 実 績

損益計算書

　　（注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

　  　　　　２　消費税及び地方消費税抜き

―　 

― 124,233,716 皆増　

―　 

皆増　

皆増　

―　 

―

119,335,649

0

― 0

― 124,233,716

― ▲ 650,782,339

―

（１）

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

124,233,716

特 別 利 益

0

0

営 業 費 用 1,198,571,134

事 業 費 用

124,233,716

営業外費用

特 別 損 失

1,504,045,715

547,788,795

945,899,241

10,357,679

事 業 収 益

営 業 収 益

営業外収益

令和２年度
決　算　額区分

Ａ 円

令和元年度
決　算　額

増 減 額 増減率

円 ％

―

―

皆増　

円 Ａ－Ｂ

―

―

1,504,045,715

10,357,679 皆増　

皆増　

皆増　

皆増　

547,788,795

945,899,241

Ｂ

前 年 度 繰 越 利 益
剰 余 金

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

皆増　

1,379,811,999 ― 1,379,811,999 皆増　

皆増　

― 1,198,571,134

175,781,253 ― 175,781,253

5,459,612 ― 5,459,612

▲ 650,782,339

119,335,649

営 業 収 支

経 常 収 支

総 収 支
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１７１，２０５，０１９円である。

（ウ）

営業収益は５４７，７８８，７９５円で、主に下水道使用料３９７，５０２，９８７円、

営業外収益は９４５，８９９，２４１円で、主に長期前受金戻入４８９，７４３，１２５円、

営業費用は１，１９８，５７１，１３４円で、主に減価償却費８７１，６４５，６７５円、

（ア）

（イ）

他会計負担金１１０，１８１，０００円である。

他会計補助金４３２，１９８，０００円である。

処理場費２２８，４３７，８３０円である。

（エ） 営業外費用は１ ７ ５ ， ７ ８ １ ， ２ ５ ３円で、主に支払利息及び企業債取扱諸費

なっている。

となっている。

（ク） 営業収益及び営業外収益から営業費用及び営業外費用を差し引いた経常収支

（ケ） 事業収益から事業費用を差し引いた総収支は１２４，２３３，７１６円の純利益と

は１１９，３３５，６４９円の利益となっている。

（キ） 営業収益から営業費用を差し引いた営業収支は６５０，７８２，３３９円の損失

（オ）

（カ） 特別損失は５，４５９，６１２円で、主にその他特別損失５，１７０，６９６円である。

特別利益は１０，３５７，６７９円で、その他特別利益である。
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剰余金計算書及び剰余金処分計算書（２）

（ア） 利益剰余金

である。

（イ） 資本剰余金

当年度未処分利益剰余金は１２４，２３３，７１６円で、これは当年度純利益

当年度末未処分利益剰余金１２４，２３３，７１６円は、剰余金処分計算書による

（ウ） 剰余金処分

と、減債積立金に１２４，２３３，７１６円積み立て、繰越利益剰余金は０円として

処理されている。

当年度末資本剰余金は３９９，７３７，４８９円である。
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４　財　政　状　況

貸借対照表

資金収支

として保管されている。

当年度未における資産合計は２５，３１２，５１３，５１２円で、主に固定資産の

（イ） 負　債

当年度未における負債合計は２４，７２１，２６６，６８３円で、主に繰延収益の

長期前受金１３，５９４，３５３，６８０円、固定負債の企業債１０，５５３，７９８，９２５円

（ウ） 資　本

当年度末における資本合計は５９１，２４６，８２９円で、主に剰余金の資本

（２）

当年度の受入資金の総額 ２ ， ０ １ ６ ， ９ ３ ７ ， ６ ０ ７ 円に対し、支払資金は

１，９４５，５１７，８２３円で、資金残高は７ １， ４１ ９， ７８ ４円であり、普通預金

である。

構築物２２，４９９，３９６，０８３円である。

剰余金３９９，７３７，４８９円である。

（１）

当年度における資産合計及び負債資本合計は、それぞれ２５，３１２，５１３，５１２円

である。

（ア） 資　産
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５　経　営　分　析

水 洗 化 率

平成３０年度令和元年度令和２年度

６９．７％ ６７．８％ ６５．８％普 及 率

（イ）有収率は９４．７％で、前年度に比較して０．５ポイント上回っている。

項　　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

有 収 率 ９４．７％

処理原価は１８１円１８銭である。

項　　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

（ア）

項　　　　目

普及率は６９．７％で、前年度に比較して１．９ポイント上回っている。

 （注）  令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

（イ）加入率は７５．６％で、前年度に比較して１．７ポイント上回っている。

（ア）有収率は１００．３％で、前年度に比較して２．５ポイント上回っている。

項　　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

有 収 率 １００．３％ ９７．８％ ９７．４％

９５．２％

（ウ）水洗化率は８９．９％で、前年度に比較して０．３ポイント上回っている。

項　　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

―

（２）

８９．９％ ８９．６％ ８９．３％

（エ）使用料単価は１７４円７１銭である。

令和２年度 令和元年度 平成３０年度項　　　　目

使 用 料 単 価 １７４円７１銭 ― ―

（オ）

平成３０年度

加 入 率 ７５．６％ ７３．９％ ７１．２％

―

（エ）処理原価は２４２円７９銭である。

（ウ）使用料単価は１４９円５０銭である。

項　　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

平成３０年度

処 理 原 価 ２４２円７９銭 ― ―

 農業集落排水事業

 公共下水道事業

項　　　　目 令和２年度 令和元年度

使 用 料 単 価 １４９円５０銭 ―

項　　　　目 令和２年度 令和元年度

処 理 原 価 １８１円１８銭 ―

９４．２％

（１）
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６　財　務　分　析

 （注）  令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

４５．７％ ― ―営 業 収 支 比 率

総 収 支 比 率 １０９．０％ ― ―

（エ）営業収支比率は４５．７％である。

（ウ）総収支比率は１０９．０％である。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

平成３０年度

流 動 比 率 １５．１％ ― ―

項　　　目 令和２年度 令和元年度

（ア）自己資本構成比率は５４．１％である。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

５４．１％ ― ―

（イ）流動比率は１５．１％である

自己資本構成比率

- 31 -



 



 

 

 

 

 

 

 

別 表 （下水道事業会計） 

 

別 表 １  比較損益計算書 

別 表 ２  比較貸借対照表 

別 表 ３  経営分析表 

別 表 ４  財務分析表 

 

 



 



金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

547,788,795 36.4 ― ― ― ― 547,788,795 ―

(1) 下 水 道 使 用 料 397,502,987 26.5 ― ― ― ― 397,502,987 ―

(2) 農業集落排水施設使用料 39,418,092 2.6 ― ― ― ― 39,418,092 ―

(3) 他 会 計 負 担 金 110,181,000 7.3 ― ― ― ― 110,181,000 ―

(4) そ の 他 営 業 収 益 686,716 0.0 ― ― ― ― 686,716 ―

945,899,241 62.9 ― ― ― ― 945,899,241 ―

(1) 他 会 計 補 助 金 432,198,000 28.7 ― ― ― ― 432,198,000 ―

(2) 他 会 計 負 担 金 22,688,000 1.5 ― ― ― ― 22,688,000 ―

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 489,743,125 32.6 ― ― ― ― 489,743,125 ―

(4) 雑 収 益 1,270,116 0.1 ― ― ― ― 1,270,116 ―

10,357,679 0.7 ― ― ― ― 10,357,679 ―

(1) そ の 他 特 別 利 益 10,357,679 0.7 ― ― ― ― 10,357,679 ―

1,504,045,715 100.0 ― ― ― ― 1,504,045,715 ―

1,198,571,134 86.9 ― ― ― ― 1,198,571,134 ―

(1) 管 渠 費 19,063,857 1.4 ― ― ― ― 19,063,857 ―

(2) ポ ン プ 場 費 8,057,074 0.6 ― ― ― ― 8,057,074 ―

(3) 処 理 場 費 228,437,830 16.6 ― ― ― ― 228,437,830 ―

(4) 普 及 指 導 費 11,254,012 0.8 ― ― ― ― 11,254,012 ―

(5) 委 員 会 費 108,000 0.0 ― ― ― ― 108,000 ―

(6) 業 務 費 16,273,900 1.2 ― ― ― ― 16,273,900 ―

(7) 総 係 費 42,011,094 3.0 ― ― ― ― 42,011,094 ―

(8) 減 価 償 却 費 871,645,675 63.2 ― ― ― ― 871,645,675 ―

(9) 資 産 減 耗 費 1,719,692 0.1 ― ― ― ― 1,719,692 ―

175,781,253 12.7 ― ― ― ― 175,781,253 ―

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

171,205,019 12.4 ― ― ― ― 171,205,019 ―

(2) 雑 支 出 4,576,234 0.3 ― ― ― ― 4,576,234 ―

5,459,612 0.4 ― ― ― ― 5,459,612 ―

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 288,916 0.0 ― ― ― ― 288,916 ―

(2) そ の 他 特 別 損 失 5,170,696 0.4 ― ― ― ― 5,170,696 ―

1,379,811,999 100.0 ― ― ― ― 1,379,811,999 ―

▲ 650,782,339 ― ― ― ― ― ▲ 650,782,339 ―

119,335,649 ― ― ― ― ― 119,335,649 ―

124,233,716 ― ― ― ― ― 124,233,716 ―

0 ― ― ― ― ― 0 ―

0 ― ― ― ― ― 0 ―

124,233,716 ― ― ― ― ― 124,233,716 ―

　　 　 　 ２　構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

別　表　１

比　較　損　益　計　算　書

科　　  目

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度 比　較　増　減

(A) - (B) (B) - (C)

経 常 収 支

（ 事業収益計 ）

営　業　費　用

営 業 外 費 用

特　別　損　失

（ 事業費用計 ）

営　業　収　益

営 業 外 収 益

特　別　利　益

　 （注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

営 業 収 支

総 収 支

前年度繰越利益剰余金

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C） 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

25,151,753,729 99.4 ― ― ― ― 25,151,753,729 ―

(1) 有 形 固 定 資 産 25,151,753,729 99.4 ― ― ― ― 25,151,753,729 ―

土 地 428,301,211 1.7 ― ― ― ― 428,301,211 ―

建 物 579,794,867 2.3 ― ― ― ― 579,794,867 ―

構 築 物 22,499,396,083 88.9 ― ― ― ― 22,499,396,083 ―

機 械 及 び 装 置 1,533,465,120 6.1 ― ― ― ― 1,533,465,120 ―

車両及び運搬具 1,802,339 0.0 ― ― ― ― 1,802,339 ―

工具器具及び備品 4,888,109 0.0 ― ― ― ― 4,888,109 ―

建 設 仮 勘 定 104,106,000 0.4 ― ― ― ― 104,106,000 ―

160,759,783 0.7 ― ― ― ― 160,759,783 ―

(1) 現 金 預 金 71,419,784 0.3 ― ― ― ― 71,419,784 ―

(2) 未 収 金 64,130,696 0.3 ― ― ― ― 64,130,696 ―

(3) 貸 倒 引 当 金 ▲ 1,718,697 ▲0.0 ― ― ― ― ▲ 1,718,697 ―

(4) 前 払 金 26,928,000 0.1 ― ― ― ― 26,928,000 ―

25,312,513,512 100.0 ― ― ― ― 25,312,513,512 ―

　（注）  令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

固　定　資　産

流　動　資　産

資　産　合　計

別　表　２

比　較　貸　借　対　照　表

科　　  目

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度 比　較　増　減

(A) - (B) (B) - (C）
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (C) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

10,553,798,925 41.7 ― ― ― ― 10,553,798,925 ―

(1) 企 業 債 10,553,798,925 41.7 ― ― ― ― 10,553,798,925 ―

建設改良等企業債 10,433,683,425 41.2 ― ― ― ― 10,433,683,425 ―

そ の 他 の 企 業 債 120,115,500 0.5 ― ― ― ― 120,115,500 ―

1,062,857,203 4.2 ― ― ― ― 1,062,857,203 ―

(1) 企 業 債 1,018,926,225 4.0 ― ― ― ― 1,018,926,225 ―

建設改良等企業債 994,776,725 3.9 ― ― ― ― 994,776,725 ―

そ の 他 の 企 業 債 24,149,500 0.1 ― ― ― ― 24,149,500 ―

(2) 未 払 金 26,056,664 0.1 ― ― ― ― 26,056,664 ―

(3) 預 り 金 729,135 0.0 ― ― ― ― 729,135 ―

(4) 前 受 金 13,464,000 0.1 ― ― ― ― 13,464,000 ―

(5) 引 当 金 3,681,179 0.0 ― ― ― ― 3,681,179 ―

賞 与 引 当 金 3,085,430 0.0 ― ― ― ― 3,085,430 ―

法定福利費引当金 595,749 0.0 ― ― ― ― 595,749 ―

繰　延　収　益 13,104,610,555 51.8 ― ― ― ― 13,104,610,555 ―

(1) 長 期 前 受 金 13,594,353,680 53.7 ― ― ― ― 13,594,353,680 ―

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

24,721,266,683 97.7 ― ― ― ― 24,721,266,683 ―

資　　本　　金 67,275,624 0.2 ― ― ― ― 67,275,624 ―

(1) 資 本 金 67,275,624 0.2 ― ― ― ― 67,275,624 ―

剰　　余　　金 523,971,205 2.1 ― ― ― ― 523,971,205 ―

(1) 資 本 剰 余 金 399,737,489 1.6 ― ― ― ― 399,737,489 ―

国 庫 補 助 金 203,987,927 0.8 ― ― ― ― 203,987,927 ―

他 会 計 負 担 金 2,258,675 0.0 ― ― ― ― 2,258,675 ―

受 贈 財 産 評 価 額 19,267,380 0.1 ― ― ― ― 19,267,380 ―

その他資本剰余金 174,223,507 0.7 ― ― ― ― 174,223,507 ―

(2) 利 益 剰 余 金 124,233,716 0.5 ― ― ― ― 124,233,716 ―

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

591,246,829 2.3 ― ― ― ― 591,246,829 ―

25,312,513,512 100.0 ― ― ― ― 25,312,513,512 ―負 債 資 本 合 計

― 124,233,716 ―

　 （注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

　　 　 　 ２　構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

比　較　増　減

(Ａ）－ (Ｂ)

資　本　合　計

― ▲ 489,743,125 ―

負　債　合　計

124,233,716 0.5 ― ― ―

―(2) ▲ 489,743,125 ▲ 1.9 ― ―

(Ｂ）－ (Ｃ)

固　定　負　債

流　動　負　債

科　　  目

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度
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別　表　３

公共下水道事業

令和２年度 令和元年度 平成30年度

処 理 区 域 内 人 口
行 政 区 域 内 人 口

有 収 水 量
年 間 処 理 水 量

水 洗 化 人 口
処 理 区 域 内 人 口

下 水 道 使 用 料
有 収 水 量

汚 水 処 理 費
有 収 水 量

１ 人 当 り 平 均 年 間 処 理 水 量
処 理 水 量 水 洗 化 人 口

１ 人 当 り 平 均 下 水 道 使 用 料
水 洗 化 人 口

農業集落排水事業

令和２年度 令和元年度 平成30年度

有 収 水 量
年 間 処 理 水 量

加 入 人 口
行 政 区 域 内 定 住 人 口

農業集落排水施設使用料
有 収 水 量

汚 水 処 理 費
有 収 水 量

１ 人 当 り 平 均 年 間 処 理 水 量
処 理 水 量 加 入 人 口

１ 人 当 り 平 均 農業集落排水施設使用料
加 入 人 口

算　　　　　　　　　　式

94.7 94.2 95.2

（ １㎥ 当 り ）

(㎥)

――181.18
処 理 原 価 (円銭 )

―98.89 ―

経　　営　　分　　析　　表

項　　　　　目

普 及 率 (％) ×100 69.7 67.8 65.8

有 収 率 (％)

水 洗 化 率 (％) ×100 89.9 89.6 89.3

×100

使用料単価 (円銭 )

16,361.51 ― ―

有 収 率 (％) ×100 100.3 97.8 97.4

使 用 料 ( 円 銭 )

   （注）  令和２年度から地方公営企業法の財政規定等を適用し、公営企業会計に移行している。

(㎥) 75.07 ― ―

（地方公営企業決算の状況の資料による） 

11,259.10 ―
使 用 料 ( 円 銭 )

算　　　　　　　　　　式

―

処 理 原 価 (円銭 )
242.79 ― ―

（ １㎥ 当 り ）

149.50

加 入 率

使用料単価 (円銭 )
（ １㎥ 当 り ）

項　　　　　目

174.71 ― ―
（ １㎥ 当 り ）

―

(％) ×100 75.6 73.9 71.2

―
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別　表　４

令和２年度 令和元年度 平成30年度

当年度経常利益

期首総資本＋期末総資本

２

  ※ 総資本＝負債資本合計

総　　　　　収　　　　　益

総　　　　　費　　　　　用

営業収益－受託工事収益

営業費用－受託工事費用

固 定 資 産 固　 　定　 　資　 　産

構 成 比 率 固 定 資 産 ＋ 流 動 資 産

固 定 負 債 固 　　定　 　負　　 債

構 成 比 率 負　債　資　本　合　計

自 己 資 本
資本金＋剰余金＋評価差額等

＋繰延収益

構 成 比 率 負　債　資　本　合　計

流 　　動　 　資　 　産
流　 　動　 　負　 　債

現金預金＋（未収金－貸倒引当金）

流　 　動　　 負　 　債

固　 　定　 　資　 　産

資本金＋剰余金＋評価差額等
＋繰延収益

固 定 資 産 対 固　 　定　　 資　 　産

長 期 資 本 比 率 資本金＋剰余金＋評価差額等
＋固定負債＋繰延収益

企 業 債 企　   　　業　　　 　債

構 成 比 率 負　債　資　本　合　計

現　 　金　　 預　 　金

流　 　動　 　負　 　債
現 金 比 率 (％) ×100 6.7 ― ―

　 （注）  １　令和２年度から地方公営企業法の財務規定を適用し、公営企業会計に移行している。

　　　　   ２　総収益 ＝ 事業収益、  総費用 ＝ 事業費用

(％) ×100 45.9 ― ―

(％) ×100 103.7 ― ―

―

固 定 比 率 (％) ×100 183.6 ― ―

酸 性 試 験 比 率
（ 当 座 比 率 ）

(％) ×100 12.6 ―

流 動 比 率 (％) ×100 15.1 ― ―

(％) ×100 54.1 ― ―

(％) ×100 41.7 ― ―

―

(％) ×100 99.4 ― ―

営 業 収 支 比 率 (％) ×100 45.7 ―

総 収 支 比 率 (％) ×100 109.0 ― ―

財　　務　　分　　析　　表

  項　　　　目 算　　　　出　　　　式

総 資 本 利 益 率 (％) ×100 0.5 ― ―
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病 院 事 業 会 計 



 



第１　審 査 の 対 象

令和２年度　三沢市立三沢病院事業会計

第２　審 査 の 期 間

令和３年６月１日から令和３年７月３０日まで

第３　審 査 の 方 法

令和２年度三沢市立三沢病院事業会計の決算審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき

１．決算書類及び決算附属書類が関係法令等に基づいて作成されているか。

２．決算書類の計数は正確であるか。

３．事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか。

４．事業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するように運営しているか。

第４　審査の結果及び意見

等に重点をおき、関係者の説明を聴取し、併せて既に実施した例月出納検査の結果を参考に

審査の結果、決算書類及び決算附属書類は関係法令等に基づいて作成され、その

計数は正確であり、当年度の事業の経営成績及び財政状況を適正に表示しているもの

当 年 度 の 総 収 支 は 、 病 院 事 業 収 益 ６ ， ５ ０ １ ， ４ ６ ８ ， １ ６ ２ 円 、 病 院 事 業 費 用

６ ， ３ ２ １ ， ０ ５ ３ ， ９ ５ ８円で、差し引き１ ８ ０ ， ４ １ ４ ， ２ ０ ４円の純利益を生じている。

これに前年度までの累積欠損金６，４９８，２４８，３２１円を加えた当年度末累積欠損金

は６，３１７，８３４，１１７円、累積欠損金比率は１３７．０％で０．２ポイント増加している。

と認められた。

して審査を実施した。
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１．

２．

３．

４．

感染症への対応と通常診療を両立しながら結果がでたことは評価できる。

への影響が懸念されるため、更なる改善を望むものである。

される病院」を目指し、健全経営になお一層努めていただきたい。

なお、昨年度に１２．９％と悪化した資金不足比率は、一般会計からの繰入もあり７．７％

に改善されている。この数値が悪化すると、有利な資金調達に制限が生じることで経営

１０９，５６５，８１１円(４．２％)、特別損失のその他特別損失で１０４，０９２，７５０円

(皆増)の増となったことにより、全体で２７６，１８９，８８６円(４．６％)の増加となっている。

補助金が支給されたことで、単年度の収支で黒字が確保されており、新型コロナウイルス

診察が行われたことで診療単価が増加している。

さらに、医業外収益で県からの新型コロナウイルス感染症対策に対する病床確保の

設立された医療連携推進法人において、医師確保などを含めた増収に直結する具体的な

現状で新型コロナウイルス感染症に収束の気配が見えないことから、今後も臨機の対応

に迫られる状況にあると考えられるが、そのような中でも十和田市立中央病院との間に

の損失の減少となっている。

計画と取り組みを進めて「質の高い医療ときめ細やかなサービスを提供し、愛され信頼

が、外来収益は昨年度より１．４ポイント増加しており、入院・外来ともにより重症患者の

なお、事業状況を前年度と比較すると

一般患者の入院を休止したことから、昨年度に比較し入院患者で１０．６ポイント減少し、

入院収益は５．８ポイント減少している。また、外来患者数でも５．９ポイント減少している

延患者数では、入院患者数で１０．６％減少し、外来患者数で５．９％減少している。

病院事業収益では、主として医業収益の入院収益で１５３，７４８，６６７円(５．８％)、

医業外収益の長期前受金戻入で４０，４９４，９８１円(１３．９％)の減となったが、

医業外収益の補助金で７２０，９０９，０００円(２５５６４．１％)、特別利益の他会計繰入金

で１６０，０００，０００円(皆増)の増となったことにより、全体で８００，９９９，０５６円

病院事業費用では、主として医業費用の減価償却費で３７，４０８，６５９円(６．４％)、

当年度純利益は１８０，４１４，２０４円で、昨年度に比べ５２４，８０９，１７０円(１５２．４％)

以上、当年度の医業収益では、新型コロナウイルス感染症対策で１病棟４９床において

(１４．１％)の増加となっている。

研究研修費で８，５１２，０９４円(４７．９％)の減となったが、医業費用の給与費で
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第５　審 査 の 内 容

１　事 業 の 概 況

施設の状況

職員の状況

施設の利用状況

指数は平成２８年度を１００とした。

１日平均患者数は、小数点以下を四捨五入している。

外来で５，９７２人(５．９％)の減となっている。

（３）

（１）

（２）

当年度における診療部門は、診療科目１８科、病床数は一般病床２２０床(内地域

包括ケア病床５１床)となっている。

当年度末における職員数は２６６人で、前年度に比較して４人増加している。

で１名の増となっている。

当年度診療実績は、延患者数１４９，９５１人で、前年度に比較して１２，４４２人

(７．７％)減少している。これを入院・外来別にみると、入院で６，４７０人(１０．６％)、

内訳としては、事務員が１名減となったが、医療技術員で３名、医師で１名、看護師

年度 病 床 数
( 一 般 )

この内訳は、入院では外科で３６人の増となったが、内科で２，８０９人、泌尿器科

で１，５０９人、産婦人科で９３２人、小児科で７１５人、整形外科で５２６人、歯科口腔

外科で１５人の減となっている。また、外来では産婦人科で７６２人、放射線科で

１１４人、皮膚科で５０人、耳鼻咽喉科で４６人、外科で１０人の増となったが、小児科

で３，６５５人、内科で１，４０９人、整形外科で９５１人、歯科口腔外科で４８１人、泌尿器

科で１６６人、眼科で１４４人、形成外科で１３３人、脳神経外科で１５人の減となって

病 床
利 用 率

延 患 者 数 指 数
１ 日 平 均
患 者 数

いる。

100.064,428 100.0 177 220 80.2

延 患 者 数 指 数

入　　　　　院 外　　　来 合　　計

１ 日 平 均
患 者 数

指 数延 患 者 数

28

29

30

元

2

95,830 100.0 394 160,258

61,014 94.7 167 220 75.8

84.7 149 220 67.9

101,379 105.8 419 162,393

54,544

100.562,486 97.0 171 220 77.8

96,938 101.2 397 162,457 101.465,519 101.7 180 220 81.6

98,623 102.9 404 161,109

101.3

入 院 患 者 数

一般病床数×年間日数
一般病床利用率 ＝ ×100

２. 

※

人 人

利　用　患　者　状　況　調

（注） １. 

人 人 床 ％ 人

95,407 99.6 411 149,951 93.6
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入院は２年度３６５日、元年度３６６日

外来は２年度２３２日、元年度２４２日

１日平均患者数は、小数点以下を四捨五入し、計と符合させるために調整している。

建設改良の状況

負担金及び分担金２，８５５，５００円である。

（ 単位：人・床・％ ）

科 別 入 院 ・ 外 来 患 者 数 の 状 況

（４）

当年度における建設改良費の総額は８１，１５４，８７５円で、その内訳は、営業設備費

３０，１１４，５３７円、デジタル多用途脳波計外整備事業費２１，７０３，０００円、リース資産

購入費１６，６９１，８３８円、循環器用ファイリングシステム整備事業費９，７９０，０００円、

区　分

▲ 11.1 33

内 科

小 児 科

▲ 1,409

3

8,399 8,363 36 0.4 23

1,059 1,774 ▲ 715 ▲ 40.3

6,142 6,668

150▲ 3.9

令　和
２年度

令　和
元年度

増減 増減率
１日
平均

入　　　　　　　　院 外　　　　　　　　来

令　和
２年度

令　和
元年度

増減 増減率
１日
平均

31,728 34,537 ▲ 2,809 ▲ 8.1 87

▲ 7.9 17▲ 526

▲ 26.7

4,175 5,107 ▲ 932 ▲ 18.2 11

2,734 4,243 ▲ 1,509 ▲ 35.6 7

－ － － －

－ － － － －

－ － － － －

－ － － － －

43

4,825 4,815 10 0.2 21

計

34,841 36,250

10,059 13,714 ▲ 3,655

7,639 8,590 ▲ 951

9,351

外 科

整 形 外 科

産 婦 人 科

泌 尿 器 科

皮 膚 科

眼 科

脳神経外科

8,589 762 8.9 40

10,056 10,222 ▲ 166 ▲ 1.6 43

6,333 6,283 50 0.8 27

10

(注)

6

1,099 1,053 46 4.4 5

386 401 ▲ 15 ▲ 3.7 2

3,532 3,418 114 3.3 15

1,360 1,493

耳鼻咽喉科

54,544 61,014 ▲ 6,470

１．

２．

稼働日数  ：

3,693 4,174 ▲ 481 ▲ 11.5

2,233 2,377 ▲ 144 ▲ 6.1

▲ 10.6 149

－ － － － －

307 322 ▲ 15 ▲ 4.7 1

－

16

95,407 101,379 ▲ 5,972 ▲ 5.9 411

▲ 133 ▲ 8.9

放 射 線 科

形 成 外 科

歯科口腔外科

－ － － － －
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２　決 算 の 状 況

収益的収入及び支出

こ と に よ る も の で あ る 。

（１）

区　　分

予算額に
対する決
算額比率

予 算 額
令和２年度
決　算　額

令和元年度
決　算　額

増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ
円 円 円 円  Ｂ/Ａ％ 

6,569,464,000 6,522,621,595 5,721,253,246 801,368,349 14.0 99.3

％

医 業 収 益 4,708,648,000 4,627,588,898 4,768,409,075

特 別 利 益 366,211,000 366,292,573 112,851,050

▲ 3.0 98.3

医 業 外 収 益 1,494,605,000 1,528,740,124 839,993,121 688,747,003 82.0 102.3

▲ 140,820,177

6,439,124,000 6,335,432,811 6,059,098,295 276,334,516 4.6

253,441,523 224.6 100.0

98.4

2.3 98.3135,520,502

▲ 155.4 ―

特 別 損 失 128,073,345

医 業 外 費 用 276,277,841 276,277,841 263,537,172 12,740,669

128,073,345 0

4.8 100.0

5,931,081,625 5,795,561,123

差　　引 130,340,000 187,188,784 ▲ 337,845,049 525,033,833

特別損失で１２８，０７３，３４５円、医業外費用で１２，７４０，６６９円の増によるものである｡

当年度の収益的収支は１８７，１８８，７８４円の純利益となっている。

特別損失１２８，０７３，３４５円となっている。また、前年度に比較して病院事業費用は

２７６，３３４，５１６円(４．６％)増加しており、この増加は、医業費用で１３５，５２０，５０２円、

対して１０３，６９１，１８９円の不用額となり、執行率は９８．４％となっている。

この不用額は、医業費用で１０３，６９１，１８９円の支出減によるものである。

病院事業費用の内訳は、医業費用５，９３１，０８１，６２５円、医業外費用２７６，２７７，８４１円、

病院事業収益

病院事業費用

この収入減は、主として医業収益で８１，０５９，１０２円の減によるものである。

病院事業収益の内訳は、医業収益４，６２７，５８８，８９８円、医業外収益１，５２８，７４０，１２４円、

一方、当年度の病院事業費用は６，３３５，４３２，８１１円で、予算額６，４３９，１２４，０００円に

当年度の病院事業収益は６，５２２，６２１，５９５円で、予算額６，５６９，４６４，０００円に対して

４６，８４２，４０５円の収入減となり、収入率は９９．３％となっている。

特別利益３６６，２９２，５７３円となっている。また、前年度に比較して病院事業収益は

８０１，３６８，３４９円(１４．０％)増加しており、この増加は、医業収益で１４０，８２０，１７７円の

6,034,772,814医 業 費 用

減となったが、医業外収益で６８８，７４７，００３円、特別利益で２５３，４４１，５２３円の増となった

(注) 消費税及び地方消費税込み

128,073,345 皆増 100.0
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資本的収入及び支出

５３，５８８，６０１円の減となったことによるものである。

１６６，８６２，５６７円で補てんした。

（２）

区　　分

予算額に
対する決
算額比率

予 算 額
令和２年度
決　算　額

令和元年度
決　算　額

 Ｂ/Ａ ％ 

増 減 額 増減率

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ－Ｃ

100.0

93.3

企 業 債 36,000,000 20,000,000 10,000,000 10,000,000 100.0 55.6

出 資 金

資本的収入 238,190,000 222,190,000 264,820,000 ▲ 42,630,000

164,626,000 164,626,000 153,527,000 11,099,000 7.2

▲ 16.1

円 円 円 円 ％

―

資本的支出 406,660,000 389,422,667 411,019,113 ▲ 21,596,446 ▲ 5.3 95.8

補 助 金 37,564,000 37,564,000 101,293,000 ▲ 63,729,000 ▲ 62.9

建設改良費 97,192,000 81,154,875 134,743,476

企業債償還金 306,468,000 306,467,792 276,275,637

当年度の資本的収入は２２２，１９０，０００円で、予算額２３８，１９０，０００円に対して

▲ 39.8 83.5

投 資 3,000,000 1,800,000 0 1,800,000 皆増 60.0

▲ 53,588,601

30,192,155 10.9 100.0

▲ 21,033,554

(注) 消費税及び地方消費税込み

14.4 ―差　　引 ▲ 168,470,000 ▲ 167,232,667 ▲ 146,199,113

１６，０００，０００円の収入減となり、収入率は９３．３％である。この収入減は、企業債で

１６，０００，０００円の減によるものである。内訳は、企業債２０，０００，０００円、出資金

一方、当年度の資本的支出は３８９，４２２，６６７円で、予算額４０６，６６０，０００円に対して

資本的収入額が資本的支出額に不足する額１６７，２３２，６６７円は、当年度分消費税

及び地方消費税資本的収支調整額３ ７ ０ ， １ ０ ０円及び当年度分損益勘定留保資金

また、前年度と比較すると、４２，６３０，０００円(１６．１％)減少しており、この減少は、

出資金で１１，０９９，０００円、企業債で１０，０００，０００円の増となったが、補助金で

１７，２３７，３３３円の不用額となり、執行率は９５．８％となっている。この不用額は、主と

して建設改良費で１６，０３７，１２５円の支出減によるものである。内訳は、建設改良費

また、前年度と比較すると、２１，５９６，４４６円(５．３％)減少しており、この減少は、

企業債償還金で３０，１９２，１５５円、投資で１，８００，０００円の増となったが、建設改良費で

１６４，６２６，０００円、補助金３７，５６４，０００円となっている。

６３，７２９，０００円の減となったことによるものである。

８１，１５４，８７５円、企業債償還金３０６，４６７，７９２円、投資１，８００，０００円となっている。
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３　経 営 の 実 績

損益計算書

経 常 収 支

総 収 支

病 院 事 業 費 用

医 業 外 費 用

医 業 費 用

特 別 損 失

医 業 収 支

区分

医 業 収 益

医 業 外 収 益

特 別 利 益

（ア） 医業収益は４，６１０，４３４，２１６円で、前年度に比較して１４１，２３５，７９４円

6,317,834,117 6,498,248,321 ▲ 180,414,204 ▲ 2.8

180,414,204 ▲ 344,394,966 524,809,170

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当年度未処理欠損金

病 院 事 業 収 益

よるものである。

(３．０％)減少しており、この減少は、入院収益で１５３，７４８，６６７円(５．８％)、

その他医業収益で１１，７１８，３０９円(５．２％)の減となったが、外来収益で

（イ） 医業外収益は１，５２４，７４１，３７３円で、前年度に比較して６８８，７９３，３２７円

(８２．４％)増加しており、この増加は、主として長期前受金戻入で４０，４９４，９８１円

(１３．９％)、他会計補助金で１１，５４７，０００円(６．３％)の減となったが、補助金で

７２０，９０９，０００円(２５５６４．１％)の増となったことによるものである。

（ウ） 医業費用は５，８１４，６７２，０８８円で、前年度に比較して１２１，９７１，１９２円

(２．１％)増加しており、この増加は、主として減価償却費で３７，４０８，６５９円

(６．４％)の減となったが、給与費で１０９，５６５，８１１円(４．２％)、材料費で

２８，６８５，２３７円(２．１％)、経費で２８，１３７，０２６円(２．５％)の増となったことに

２４，２３１，１８２円(１．４％)の増となったことによるものである。

5.6

0 128,070,395 皆増

▲ 1,204,237,872 ▲ 941,030,886 ▲ 263,206,986 28.0

128,070,395

▲ 152.4

▲ 57,807,974 ▲ 457,246,016 399,438,042 ▲ 87.4

378,311,475 352,163,176 26,148,299

6,498,248,321 6,153,853,355 344,394,966

6,321,053,958 6,044,864,072 276,189,886 4.6

2.15,814,672,088 5,692,700,896 121,971,192

6,501,468,162

4,610,434,216

1,524,741,373

366,292,573

14.1

▲ 3.0

82.4

224.6

4,751,670,010

835,948,046

112,851,050

800,999,056

▲ 141,235,794

688,793,327

253,441,523

(注) 消費税及び地方消費税抜き

5,700,469,106

（１）

7.4

％

増減率

Ａ
円

令和元年度決算額 増 減 額

Ｂ Ａ－Ｂ
円 円

令和２年度決算額

- 43 -



剰余金・欠損金計算書及び欠損金処理計算書

病院事業収益から病院事業費用を差し引いた総収支は１８０，４１４，２０４円の

純利益となっており、前年度に比較して５２４，８０９，１７０円(１５２．４％)増加

している。

（ク） 医業収益及び医業外収益から医業費用及び医業外費用を差し引いた経常収支

は５７，８０７，９７４円の損失となっており、前年度に比較して３９９，４３８，０４２円

(８７．４％)損失が減少している。

医業外費用は３７８，３１１，４７５円で前年度に比較して２６，１４８，２９９円(７．４％)

増加している。この増加は、主として雑支出の増によるものである。

ものである。

（オ） 特別利益は３６６，２９２，５７３円で、前年度に比較して２５３，４４１，５２３円

(２２４．６％)増加している。この増加は、主として他会計繰入金の増による

（カ） 特別損失は１２８，０７０，３９５円で、前年度に比較して１２８，０７０，３９５円(皆増)

増加している。この増加は、主としてその他特別損失の増によるものである。

（キ） 医業収益から医業費用を差し引いた医業収支は１，２０４，２３７，８７２円の損失と

なっており、前年度に比較して２６３，２０６，９８６円(２８．０％)損失が増加している。

（ケ）

増加している。

翌年度繰越となっている。

（エ）

（イ） 欠損金計算書及び欠損金処理

当年度の未処理欠損金は６，３１７，８３４，１１７円となっている。これは、

前年度末未処理欠損金残高 ６ ， ４ ９ ８ ， ２ ４ ８ ， ３ ２ １ 円と当年度の純利益

１８０，４１４，２０４円の合計額である。この未処理欠損金６，３１７，８３４，１１７円は

（ア） 資本剰余金

資本剰余金は９８，９８７，８１４円で、前年度に比較して１，７４０，０００円(１．８％)

（２）
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４　財　政　状　況

貸借対照表

資金収支

で１８０，４１４，２０４円(２．８％)の増となったことによるものである。

（２）

当年度の受入資金総額１７，８１０，７２３，９５４円に対して、支払資金総額は

１７，７３９，９８７，５６１円で、資金残高は７０，７３６，３９３円であり、普通預金及び

現金として保管されている。

この増加は、主として資本金で１６４，６２６，０００円(３．０％)、剰余金の欠損金

この減少は、主として繰延収益の長期前受金で３７，５６４，０００円(０．４％)、

流動負債の未払金のうち医業未払金で２９，２２５，６０７円(９．１％)の増と

なったが、固定負債の企業債で２８６，０２２，３３６円(６．５％)、繰延収益の長期

前受金収益化累計額で２５１，０８３，３８８円(５．３％)、流動負債の一時借入金

で２２０，０００，０００円(２４．２％)の減となったことによるものである。

（ウ） 資　本

当年度における資本合計は５９６，７６７，２６９円のマイナスであり、前年度との

比較では３４６，７８０，２０４円(３６．８％)増加している。

７３９，９７１，７８９円(６．９％)減少している。

この減少は、主として流動資産の現金預金で５３，６５７，７８６円(３１４．２％)

の増となったが、固定資産の有形固定資産のうち建物で２４７，７４０，７６９円

( ３ ． ５ ％ ) 、 器 具 備 品 で １ ８ ２ ， １ ５ ２ ， ９ ８ ９ 円 ( ２ ２ ． ５ ％ ) 、 構 築 物 で

２５，８９２，６４８円(１６．２％)、投資その他の資産のうち長期前払消費税で

（イ） 負　債

当年度における負債合計は９，９５９，１１９，６００円で、前年度に比較して

２６，３３４，９６９円(１０．７％)の減となったことによるものである。

当年度における資産合計は９，３６２，３５２，３３１円で、前年度に比較して

（１）

当年度における資産合計及び負債資本合計は、それぞれ９，３６２，３５２，３３１円

で、前年度に比較して３９３，１９１，５８５円(４．０％)減少している。

（ア） 資　産

３９３，１９１，５８５円(４，０％)減少している。
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５　経　営　分　析

円 円 円

円 円 円

患 者 １ 人 １ 日
注　射 ４，１３１ ３，７２５ ３，６０１

合　計 ５，４８５ ４，８２５ ４，８８２

当 た り 薬 品 費

投薬は２５４円、注射は４０６円の増となっている。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

投　薬 １，３５４ １，１００ １，２８１

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

４７０，４６４ ５０３，４７２ ５４９，２０７

６６，０７６ ６８，２６７ ６９，４４０

（ウ）患者１人１日当たりの薬品費は投薬１，３５４円、注射４，１３１円で、前年度に比較して

看護部門

医　師
職 員 １ 人 １ 日
当たり診療収入

に比較して医師は３３，００８円、看護部門は２，１９１円の減となっている。

（ア）

（イ）職員１人１日当たりの診療収入は医師４７０，４６４円、看護部門６６，０７６円で、前年度

病床利用率は６７．９％で、前年度に比較して７．９ポイント下回っている。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

６７．９％ ７５．８％ ７７．８％病 床 利 用 率

- 46 -



６　財　務　分　析

企 業 債 構 成 比 率 ４６．９％ ４８．０％ ４８．２％

（オ）企業債構成比率は４６．９％で、前年度に比較して１．１ポイント下回っている。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

医 業 収 支 比 率 ７９．３％ ８３．５％ ８３．０％

総 収 支 比 率 １０２．９％ ９４．３％ ９３．２％

（エ）医業収支比率は７９．３％で、前年度に比較して４．２ポイント下回っている。

（ウ）総収支比率は１０２．９％で、前年度に比較して８．６ポイント上回っている。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度

流 動 比 率 ５７．３％ ４６．７％ ５５．９％

自己資本構成比率 ３５．２％ ３２．４％ ３４．５％

（イ）流動比率は５７．３％で、前年度に比較して１０．６ポイント上回ってる。

（ア）自己資本構成比率は３５．２％で、前年度に比較して２．８ポイント上回っている。

項　　　目 令和２年度 令和元年度 平成３０年度
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別 表 （ 病 院 事 業 会 計 ） 

 

別 表 １  比較損益計算書 

別 表 ２  比較貸借対照表 

別 表 ３  経営分析表 

別 表 ４  財務分析表 

 



 



金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(Ａ) 比率 (Ｂ) 比率 (Ｃ) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

4,610,434,216 71.0 4,751,670,010 83.4 4,750,519,150 83.8 ▲ 141,235,794 1,150,860

(1) 入 院 収 益 2,494,359,771 38.4 2,648,108,438 46.5 2,635,730,994 46.5 ▲ 153,748,667 12,377,444

(2) 外 来 収 益 1,798,621,314 27.7 1,774,390,132 31.1 1,774,399,192 31.3 24,231,182 ▲ 9,060

(3) 他 会 計 負 担 金 103,455,000 1.6 103,455,000 1.8 103,455,000 1.8 0 0

(4) そ の 他 医 業 収 益 213,998,131 3.3 225,716,440 4.0 236,933,964 4.2 ▲ 11,718,309 ▲ 11,217,524

1,524,741,373 23.4 835,948,046 14.6 864,102,460 15.3 688,793,327 ▲ 28,154,414

(1) 他 会 計 補 助 金 171,671,000 2.6 183,218,000 3.2 186,010,000 3.3 ▲ 11,547,000 ▲ 2,792,000

(2) 他 会 計 負 担 金 327,154,000 5.0 304,106,000 5.3 281,824,000 5.0 23,048,000 22,282,000

(3) 補 助 金 723,729,000 11.1 2,820,000 0.1 10,879,000 0.2 720,909,000 ▲ 8,059,000

(4) 患 者 外 給 食 収 益 812,452 0.0 980,259 0.0 1,240,459 0.0 ▲ 167,807 ▲ 260,200

(5) その他医 業外 収益 50,291,533 0.8 53,245,418 0.9 53,095,395 0.9 ▲ 2,953,885 150,023

(6) 長 期 前 受 金 戻 入 251,083,388 3.9 291,578,369 5.1 331,053,606 5.9 ▲ 40,494,981 ▲ 39,475,237

366,292,573 5.6 112,851,050 2.0 53,379,727 0.9 253,441,523 59,471,323

(1) 一 般 会 計 繰 入 金 160,000,000 2.4 0 0.0 0 0.0 160,000,000 0

(2) 過年度損 益修 正益 23,999,975 0.4 34,736,755 0.6 0 0.0 ▲ 10,736,780 34,736,755

(3) そ の 他 特 別 利 益 182,292,598 2.8 78,114,295 1.4 53,379,727 0.9 104,178,303 24,734,568

6,501,468,162 100.0 5,700,469,106 100.0 5,668,001,337 100.0 800,999,056 32,467,769

5,814,672,088 92.0 5,692,700,896 94.2 5,721,878,083 94.1 121,971,192 ▲ 29,177,187

(1) 給 与 費 2,710,410,717 42.9 2,600,844,906 43.0 2,576,801,396 42.3 109,565,811 24,043,510

(2) 材 料 費 1,380,188,387 21.8 1,351,503,150 22.4 1,389,496,004 22.8 28,685,237 ▲ 37,992,854

(3) 経 費 1,167,133,185 18.5 1,138,996,159 18.8 1,129,347,998 18.6 28,137,026 9,648,161

(4) 運 営 審 議 会 費 134,171 0.0 436,201 0.0 128,830 0.0 ▲ 302,030 307,371

(5) 減 価 償 却 費 543,063,447 8.6 580,472,106 9.6 600,438,433 9.9 ▲ 37,408,659 ▲ 19,966,327

(6) 資 産 減 耗 費 4,465,889 0.1 2,659,988 0.1 3,215,024 0.1 1,805,901 ▲ 555,036

(7) 研 究 研 修 費 9,276,292 0.1 17,788,386 0.3 22,450,398 0.4 ▲ 8,512,094 ▲ 4,662,012

378,311,475 6.0 352,163,176 5.8 336,382,000 5.5 26,148,299 15,781,176

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

94,382,790 1.5 96,276,870 1.6 99,686,654 1.6 ▲ 1,894,080 ▲ 3,409,784

(2)
長 期 前 払 消 費 税
勘 定 償 却

33,896,554 0.5 38,384,786 0.6 40,936,567 0.7 ▲ 4,488,232 ▲ 2,551,781

(3) その他医 業外 費用 3,962,087 0.1 3,095,865 3.5 3,231,670 3.1 866,222 ▲ 135,805

(4) 雑 支 出 246,070,044 3.9 214,405,655 0.1 192,527,109 0.1 31,664,389 21,878,546

特　別　損　失 128,070,395 2.0 0 0.0 25,596,888 0.4 128,070,395 ▲ 25,596,888

(1) 過年度損 益修 正損 23,977,645 0.4 0 　　　- 20,596,898 0.3 23,977,645 ▲ 20,596,898

(2) そ の 他 特 別 損 失 104,092,750 1.6 0 　　　- 4,999,990 0.1 104,092,750 ▲ 4,999,990

6,321,053,958 100.0 6,044,864,072 100.0 6,083,856,971 100.0 276,189,886 ▲ 38,992,899

▲ 1,204,237,872 － ▲ 941,030,886 － ▲ 971,358,933 － ▲ 263,206,986 30,328,047

▲ 57,807,974 － ▲ 457,246,016 － ▲ 443,638,473 － 399,438,042 ▲ 13,607,543

180,414,204 － ▲ 344,394,966 － ▲ 415,855,634 － 524,809,170 71,460,668

6,498,248,321 － 6,153,853,355 － 5,737,997,721 － 344,394,966 415,855,634

6,317,834,117 － 6,498,248,321 － 6,153,853,355 － ▲ 180,414,204 344,394,966

（注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

医　業　費　用

医 業 外 費 用

（病院事業費用計）

医 業 収 支

経 常 収 支

総 収 支

医　業　収　益

医 業 外 収 益

特　別　利　益

（病院事業収益計）

　別　表　１

比　較　損　益　計　算　書

科　　  目

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度 比　較　増　減

(Ａ) - (Ｂ) (Ｂ) - (Ｃ)
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (Ｂ) 比率  (Ｃ) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

8,474,960,408 90.5 8,947,312,328 91.7 9,433,905,726 91.9 ▲ 472,351,920 ▲ 486,593,398

(1) 有 形 固 定 資 産 8,241,391,035 88.1 8,701,104,902 89.2 9,160,222,108 89.2 ▲ 459,713,867 ▲ 459,117,206

土 地 548,141,495 5.9 548,141,495 5.7 548,141,495 5.3 0 0

建 物 6,821,808,805 72.9 7,069,549,574 72.5 7,309,895,343 71.2 ▲ 247,740,769 ▲ 240,345,769

構 築 物 133,733,295 1.4 159,625,943 1.6 185,518,591 1.8 ▲ 25,892,648 ▲ 25,892,648

機 械 装 置 62,160,008 0.7 70,744,007 0.7 79,328,006 0.8 ▲ 8,583,999 ▲ 8,583,999

車 両 65,650 0.0 65,650 0.0 153,729 0.0 0 ▲ 88,079

器 具 備 品 629,129,242 6.7 811,282,231 8.3 993,482,462 9.7 ▲ 182,152,989 ▲ 182,200,231

リ ー ス 資 産 46,352,540 0.5 41,696,002 0.4 43,702,482 0.4 4,656,538 ▲ 2,006,480

(2) 無 形 固 定 資 産 11,896,916 0.1 0 0.0 0 0.0 11,896,916 0

その他無形固定資産 11,896,916 0.1 0 0.0 0 0.0 11,896,916 0

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産 221,672,457 2.3 246,207,426 2.5 273,683,618 2.7 ▲ 24,534,969 ▲ 27,476,192

長 期 前 払 消 費 税 219,872,457 2.3 246,207,426 2.5 273,683,618 2.7 ▲ 26,334,969 ▲ 27,476,192

貸 付 金 1,800,000 0.0 0 0.0 0 0.0 1,800,000 0

887,391,923 9.5 808,231,588 8.3 826,727,241 8.1 79,160,335 ▲ 18,495,653

(1) 現 金 預 金 70,736,393 0.8 17,078,607 0.2 26,636,921 0.3 53,657,786 ▲ 9,558,314

(2) 未 収 金 729,541,894 7.8 702,622,680 7.2 715,332,009 7.0 26,919,214 ▲ 12,709,329

医 業 未 収 金 696,041,815 7.4 719,632,411 7.4 683,838,919 6.7 ▲ 23,590,596 35,793,492

医 業 外 未 収 金 37,703,130 0.4 11,376,751 0.1 19,952,127 0.2 26,326,379 ▲ 8,575,376

そ の 他 未 収 金 0 0.0 0 0.0 40,000,000 0.4 0 ▲ 40,000,000

貸 倒 引 当 金 ▲ 4,203,051 0.0 ▲ 28,386,482 ▲ 0.3 ▲ 28,459,037 ▲ 0.3 24,183,431 72,555

(3) 貯 蔵 品 87,113,636 0.9 88,233,229 0.9 84,461,239 0.8 ▲ 1,119,593 3,771,990

(4) そ の 他 流 動 資 産 0 0.0 297,072 0.0 297,072 0.0 ▲ 297,072 0

9,362,352,331 100.0 9,755,543,916 100.0 10,260,632,967 100.0 ▲ 393,191,585 ▲ 505,089,051

固　定　資　産

流　動　資　産

資　産　合　計

　別　表　２

比　較　貸　借　対　照　表

科　　  目

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度 比　較　増　減

(Ａ) - (Ｂ) (Ｂ) - (Ｃ)
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金　　額 構成 金　　額 構成 金　　額 構成
(A) 比率 (B) 比率 (Ｃ) 比率

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円

固　定　負　債 4,521,123,552 48.3 4,867,497,330 49.9 5,241,122,305 51.1 ▲ 346,373,778 ▲ 373,624,975

(1) 企 業 債 4,088,429,517 43.7 4,374,451,853 44.8 4,670,919,645 45.6 ▲ 286,022,336 ▲ 296,467,792

建設改良等企業債 4,088,429,517 43.7 4,374,451,853 44.8 4,670,919,645 45.6 ▲ 286,022,336 ▲ 296,467,792

(2) リ ー ス 債 務 35,558,866 0.4 26,379,010 0.3 25,421,898 0.2 9,179,856 957,112

(3) そ の 他 固 定 負 債 8,565,600 0.1 0 0.0 0 0.0 8,565,600 0

(4) 引 当 金 388,569,569 4.2 466,666,467 4.8 544,780,762 5.3 ▲ 78,096,898 ▲ 78,114,295

退 職 給 付 引 当 金 388,569,569 4.2 466,666,467 4.8 544,780,762 5.3 ▲ 78,096,898 ▲ 78,114,295

流　動　負　債 1,549,508,660 16.6 1,729,587,283 17.7 1,479,898,024 14.4 ▲ 180,078,623 249,689,259

(1) 一 時 借 入 金 690,000,000 7.4 910,000,000 9.3 680,000,000 6.6 ▲ 220,000,000 230,000,000

(2) 企 業 債 306,022,336 3.3 306,467,792 3.1 276,275,637 2.7 ▲ 445,456 30,192,155

建設改良等企業債 306,022,336 3.3 306,467,792 3.1 276,275,637 2.7 ▲ 445,456 30,192,155

(3) リ ー ス 債 務 15,179,094 0.2 15,409,788 0.2 18,280,584 0.2 ▲ 230,694 ▲ 2,870,796

(4) 未 払 金 356,073,071 3.8 325,280,064 3.3 337,570,780 3.3 30,793,007 ▲ 12,290,716

医 業 未 払 金 350,998,471 3.7 321,772,864 3.3 335,653,680 3.3 29,225,607 ▲ 13,880,816

未 払 消 費 税 5,074,600 0.1 3,507,200 0.0 1,917,100 0.0 1,567,400 1,590,100

(5) 引 当 金 151,003,151 1.6 148,361,389 1.6 142,989,858 1.4 2,641,762 5,371,531

賞 与 引 当 金 126,758,331 1.4 124,066,908 1.3 120,063,903 1.2 2,691,423 4,003,005

法定福利費引当金 24,244,820 0.3 24,294,481 0.3 22,925,955 0.2 ▲ 49,661 1,368,526

(6) そ の 他 流 動 負 債 31,231,008 0.3 24,068,250 0.2 24,781,165 0.2 7,162,758 ▲ 712,915

繰　延　収　益 3,888,487,388 41.6 4,102,006,776 42.0 4,292,292,145 41.8 ▲ 213,519,388 ▲ 190,285,369

(1) 長 期 前 受 金 8,890,730,140 95.0 8,853,166,140 90.7 8,751,873,140 85.3 37,564,000 101,293,000

(2)
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

▲ 5,002,242,752 ▲ 53.4 ▲ 4,751,159,364 ▲ 48.7 ▲ 4,459,580,995 ▲ 43.5 ▲ 251,083,388 ▲ 291,578,369

9,959,119,600 106.5 10,699,091,389 109.7 11,013,312,474 107.3 ▲ 739,971,789 ▲ 314,221,085

5,622,079,034 60.0 5,457,453,034 55.9 5,303,926,034 51.7 164,626,000 153,527,000

(1) 資 本 金 5,622,079,034 60.0 5,457,453,034 55.9 5,303,926,034 51.7 164,626,000 153,527,000

▲ 6,218,846,303 ▲ 66.5 ▲ 6,401,000,507 ▲ 65.6 ▲ 6,056,605,541 ▲ 59.0 182,154,204 ▲ 344,394,966

(1) 資 本 剰 余 金 98,987,814 1.1 97,247,814 1.0 97,247,814 1.0 1,740,000 0

受 贈 財 産 評 価 額 1,740,000 0.0 0 0.0 0 0.0 1,740,000 0

寄 附 金 9,247,814 0.1 9,247,814 0.1 9,247,814 0.1 0 0

補 助 金 88,000,000 0.9 88,000,000 0.9 88,000,000 0.9 0 0

(2) 欠 損 金 6,317,834,117 67.5 6,498,248,321 66.6 6,153,853,355 60.0 ▲ 180,414,204 344,394,966

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

6,317,834,117 67.5 6,498,248,321 66.6 6,153,853,355 60.0 ▲ 180,414,204 344,394,966

▲ 596,767,269 ▲ 6.5 ▲ 943,547,473 ▲ 9.7 ▲ 752,679,507 ▲ 7.3 346,780,204 ▲ 190,867,966

9,362,352,331 100.0 9,755,543,916 100.0 10,260,632,967 100.0 ▲ 393,191,585 ▲ 505,089,051

 （注）構成比率は小数点以下第２位を四捨五入し、計と符合させるため微調整している。

負　債　合　計

資　　本　　金

剰　　余　　金

資　本　合　計

負 債 資 本 合 計

科　　  目

令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 平 成 ３０ 年 度 比　較　増　減

(Ａ) - (Ｂ) (Ｂ) - (Ｃ)

- 50 -



令和２年度 令和元年度 平成３０年度

(％) 67.9 75.8 77.8

149 167 171

患 411 419 404

174.9 166.2 157.8

者 6.0 6.9 7.8

職員１人１日当たり
16.4 17.5 18.4

数
患 者 数

0.8 0.9 1.0

2.3 2.4 2.3

患者１人１日当たり
45,731 43,402 42,181

診 療 収 入
18,852 17,503 17,992

職員１人１日当たり
470,464 503,472 549,207

診 療 収 入
66,076 68,267 69,440

1,354 1,100 1,281

(円) 4,131 3,725 3,601

5,485 4,825 4,882

103.4 110.0 109.4

(％) 100.2 101.5 101.7

101.0 103.4 103.7

53.2 40.1 39.5

(％) 17.8 16.5 16.6

12.1 12.0 12.7

42.2 33.5 32.8

(％) 14.1 13.8 13.7

9.6 10.0 10.5

入 (円)

医　　　　　師

看　護　部　門

患者１人１日当たり
薬 品 費

投　 　 　　薬

費

注　  　　　射

計

   （地方公営企業決算の状況の資料による） 

　
用

薬 品 使 用 効 率

投　 　 　　薬

注　  　　　射

計

医業収益に対する割合

職 員 給 与 費

薬 品 費

そ の 他 医 療 材 料 費

医業費用に対する割合

職 員 給 与 費

薬 品 費

そ の 他 医 療 材 料 費

入 院 外 来 比 率 （ ％ ）

収 (円)

入　　　　　院

外　　　　　来

医　　師

(人)

看護部門

入　院

外　来

入　院

外　来

１ 日 平 均 患 者 数 (人)

入　　　　　院

外　　　　　来

　別　表　３

経　　営　　分　　析　　表

項　　　　　　　　　　目

病 床 利 用 率 一　　　　　般
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別　表　４

令和２年度 令和元年度 平成３０年度

当年度経常利益

期首総資本＋期末総資本

２ 

    ※ 総資本＝負債資本合計

総　　　　　収　　　　　益

総　　　　　費　　　　　用

医　　　業　　　収　　　益

医　　　業　　　費　　　用

固 定 資 産 固　　　定　　　資　　　産

構 成 比 率 固 定 資 産 ＋ 流 動 資 産

自 己 資 本 資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

構 成 比 率 負　　債　　資　　本　　合　　計

流　　　動　　　資　　　産

流　　　動　　　負　　　債

現金預金＋（未収金－貸倒引当金）

流　　　動　　　負　　　債

固　　　定　　　資　　　産

資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

固　　　定　　　資　　　産

資本金＋剰余金＋評価差額等
＋固定負債＋繰延収益

企 業 債 企　　　　　業　　　　　債

構 成 比 率 負　　債　　資　　本　　合　　計

現　　　金　　　預　　　金

流　　　動　　　負　　　債

流動負債－建設改良等企業債－

（ 流動資産 － 翌年度繰越財源 ）

不　　　良　　　債　　　務

医　　　業　　　収　　　益

累　　積　　欠　　損　　金

医　　　業　　　収　　　益

　一　般　会　計　か　ら　の　繰　入　金　（円） 926,906,000 744,306,000 722,604,000

  （注）  総収益 ＝ 病院事業収益、　総費用 ＝ 病院事業費用

前年度繰越欠損金 － 当年度純利益

累積欠 損金 比率 （％） ×100 136.8 129.5137.0

累 積 欠 損 金 （円） 6,498,248,321 6,153,853,355

不 良 債 務 比 率 （％） ×100 12.9 7.97.7

6,317,834,117

48.246.9

1.8

不 良 債 務 （円） 614,887,903 376,895,146356,094,401

現 金 比 率 （％） ×100 1.04.6

（％） ×100 48.0

固 定 資 産 対
長 期 資 本 比 率

（％） ×100 111.5 107.4

固 定 比 率 （％） ×100 283.3 266.5257.5

108.5

41.6 50.1

55.9

51.6

算　　　　　出　　　　　式

▲ 4.6 ▲ 4.2

91.7 91.9

32.4 34.535.2

×100

46.757.3流 動 比 率 （％） ×100

（％） ×100

×100

90.5

酸 性 試 験 比 率
（ 当 座 比 率 ）

（％） ×100

（％）

財　　務　　分　　析　　表

総 収 支 比 率 （％） ×100 94.3 93.2

医 業 収 支 比 率 （％） ×100 83.5 83.0

102.9

79.3

項　　　　　目

総 資 本 利 益 率 （％） ▲ 0.6
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令 和 ２ 年 度 

 

三 沢 市 公 営 企 業 会 計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 
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三 監 発 第 ５ １ 号 

令 和 ３年 ８月 １９日 

 

三沢市長 小檜山 吉紀 様  

 

三沢市監査委員  中 野 渡   進 

三沢市監査委員  馬 場  騎 一 

 

 

令和２年度経営健全化審査意見について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定 

に基づき審査に付された、令和２年度資金不足比率及びその算定

の基礎となる事項を記載した書類について審査した結果、次のとおり

意見を提出します。 
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令和２年度三沢市水道事業会計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 

１ 審査の概要 

（１）審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

（２）審査の期間 

令和３年８月２日から令和３年８月１３日まで 

 

 

（３）審査の方法 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された資金不足比率

の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどうかを主眼とし

て実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

（１）総合意見 

審査に付された資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の

作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 比  率  名   令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 経営健全化基準 

① 資金不足比率    ―  （％）    ―  （％） ２０．０（％） 

参考：資金不足がない場合は「－」を記載している。 

 

（２）個別意見 

令和２年度において資金不足は生じていないが、中長期的経営計画に基づく経営運営

を行い、今後も資金不足とならない財政運営を望むものである。 
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令和２年度三沢市下水道事業会計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 

１ 審査の概要 

（１）審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

（２）審査の期間 

令和３年８月２日から令和３年８月１３日まで 

 

 

（３）審査の方法 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された資金不足比率

の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどうかを主眼とし

て実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

（１）総合意見 

審査に付された資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の

作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 比  率  名   令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 経営健全化基準 

① 資金不足比率    ―  （％）    ―  （％） ２０．０（％） 

参考：資金不足がない場合は「－」を記載している。 

 

（２）個別意見 

令和２年度において資金不足は生じていないが、中長期的経営計画に基づく経営運営

を行い、今後も資金不足とならない財政運営を望むものである。 
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令和２年度三沢市立三沢病院事業会計 

経 営 健 全 化 審 査 意 見 書 

 

 

１ 審査の概要 

（１）審査の対象 

資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類。 

 

 

（２）審査の期間 

令和３年８月２日から令和３年８月１３日まで 

 

 

（３）審査の方法 

この審査に当たっては、三沢市監査基準に基づき、市長から提出された資金不足比率

の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の作成が適正かどうかを主眼と

して実施した。 

 

 

２ 審査の結果 

（１）総合意見 

審査に付された資金不足比率の算定及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

の作成は、いずれも適正と認められる。 

 

 

 比  率  名   令 和 ２ 年 度 令 和 元 年 度 経営健全化基準 

① 資金不足比率  ７．７（％）   １２．９（％） ２０．０（％） 

参考：資金不足がない場合は「－」を記載している。 

 

（２）個別意見 

令和２年度においても資金不足が生じていることから、入院・外来収益を始めとした

医業収益の更なる安定的確保に努め、早期に資金不足を解消するよう健全な財政運営を

望むものである。 

 

 



 


